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●尾花　瑛仁　議員
	・　当市の図書館行政について


●内閣府の調査で参考にしたい自治体１位となったニセコにおいて、図書館機能と情報公開に対応した、公文書の保管、開示場所とを併設している、あそぶっくという学習交流センターが開設されておりますが、この運営形態がお分かりでしたらお教えいただきたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　ニセコ町の学習交流センターあそぶっくは、平成15年に郵便局の跡地に建てられた施設で、地域の有志が主体となって運営に参加し、その後、平成19年秋には運営に参加している有志がＮＰＯ法人あそぶっくの会を設立、平成20年４月からは指定管理者としてこの施設の運営を行っております。施設の維持管理以外は全て同ＮＰＯ法人が運営しており、３人から４人で図書業務を行い、そのほかは数十人のボランティアが読み聞かせやさまざまなイベントを実施しております。この施設は、図書館ではなく学習交流センターという位置付けで運営されており、施設内にはコミュニティルームを設け、講座やお話し会など町民の交流の場として活用されているとのことでございます。
●この事例は現図書館の有効活用に参考となると考えますが、ご見解をお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　地域住民が主体となり運営を行っているからこそ、その施設に地域住民が集まってくる、素晴らしい事例と考えております。現図書館本館リニューアル後も有効利用を図るため、市民の交流の場となるよう検討してまいります。
●鶴ヶ島市の本を持ち寄り市民交流を行うどこでもまちライブラリーや、鹿沼市の小さなお子さんを連れた保護者が気兼ねなく利用できるよう理解を求める時間とする赤ちゃんタイムの導入などの事例、そして貧困による教育格差の連鎖を断つためのボランティアによる無料学習塾スペースの開設等、上尾独自の図書学習交流スペースとして再生すべきと思いますが、ご見解をお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　現図書館本館は上尾地区の新たな施設となりますが、今後、地域住民や利用者へのアンケートなどを行い、図書館機能を補完するだけでなく、地域住民などがかかわれる空間の創出のほか、さまざまな事業の展開などを検討してまいりたいと考えております。
　なお、平成29年度には新図書館複合施設で行う事業、サービスの展開について、広く市民の意見を取り入れながら検討する市民参加の会議を設置する予定でございます。この会議の中で、リニューアル後の現本館で行う事業などの検討も行っていきたいと考えております。
●橋北　富雄　議員
	・　コンビニ活用について


●市役所や公民館、学校等での外部でのＡＥＤの活用についてお伺いをいたします。１点目、先日、スポーツ審議会で質問を伺いました。それは、学校開放時に運動場や体育館を使用しているのですが、学校内は鍵がかかっていて中に入れない状態であると、万一のときのためにＡＥＤが設置してあるが、使用できないのが現状であるので、外部に設置をしていただけるようにしていただきたいとのことでございました。外部の設置に関してはどのように考えているのか、お聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　ＡＥＤは、児童・生徒が心肺停止状態となるなど緊急時に迅速な対応を行うため、教職員が常に在籍する職員室や保健室などに設置しております。また、ＡＥＤがどこに設置されているかを示した掲示を校舎内外に行い、学校を利用する皆様にすぐに分かるような工夫をしております。
ＡＥＤの屋外設置につきましては、現在考えてはおりませんが、他市において導入事例があることから、その成果や課題について研究してまいります。
●学校だけではなく、公民館やその他公共施設で設置していると思いますが、鍵がかかっていて使用できないのが現状ではないかと思います。公民館についてもどうかお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　公民館に設置しているＡＥＤは、年末年始の休館日と臨時休館日以外であれば、上尾公民館が入る文化センターは午後９時まで、その他５館の公民館は午後10時まで使用が可能です。どの施設も入り口付近にＡＥＤが設置されており、利用者はもちろん、それ以外の方でも使用できるようになっております。
●道下　文男　議員
	・　障がい児教育について


●特別支援学級についてお伺いをいたします。特別支援学級の現状についてお聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　上尾市では、全ての小学校と中学校６校に特別支援学級が設置されております。また、設置されている特別支援学級では、在籍する児童・生徒の個別の教育支援計画及び個別の指導計画に基づき、それぞれの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善したり、克服したりするための指導を行っております。
●22校の特別支援学級が設置されましたが、運営等の課題について、教職員や保護者の声も交えてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　特別支援学級の課題につきましては、特別支援学級の設置校が増えたことにより、在籍する児童・生徒数が少ない学校が生じております。そのため、児童・生徒数が２人以下の学級もあり、社会性を育む上で課題が生じていると考えております。また、障害児教育の経験の浅い教員からは、指導方法などで苦慮したなどの声も上がっており、担当教員の指導力向上が課題となっております。
保護者からは、通常学級に通う兄弟と同じ学校に通うことができてよかったといった感想や、子どもの成長が見られてうれしいなどの声もいただいております。一方、先生や子どもたちにも、もっと障害についての理解を深め、特別支援学級の子どもたちとかかわってほしいとの話も伺っております。
●今後、小学校の全校配置が実現し、中学校の設置拡大、また、さまざまな障害に対応できる環境整備が重要でありますが、特別支援学級の今後の方向性についてお聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　特別支援学級の今後の方向性といたしましては、知的障害、自閉症、情緒障害以外の障害種に係る特別支援学級の設置や中学校の拡大について検討してまいります。
●公明党として、昨年11月、政府に対して、教員を確保するため、毎年の予算折衝の中で増減する加配定数から、安定的、計画的に採用、配置できる基礎定数化を提案し、教員定数の改善が決まり、2017年度予算案に602人の増員が盛り込まれることになりました。そこで、通級指導教室の現状についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　発達障害、情緒障害通級指導教室を芝川小学校に１教室、西小学校に１教室、難聴言語障害通級指導教室を西小学校に３教室、東中学校に１教室設置しております。
●通級指導教室の課題について、教職員や保護者の声も交えてお聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　通級指導教室の課題についてでございますが、通級指導教室への入級の時期は教育センターが行う会議で本人及び学校生活の状況をもとに審議することから、すぐに入級ができない場合がございます。また、通級指導教室が設置されている学校が限られているため、保護者の送迎が生じることが課題であります。さらに、担当教員からは、通級している児童・生徒の在籍する学校との連携を深めていくことが課題であるとの報告を受けております。
●難聴・言語障害通級指導教室が西側だけですので、東側の設置が必要であります。また、中学校での発達障害、情緒障害通級指導教室の設置が必要でありますが、通級指導教室の今後の方向性についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　難聴・言語障害通級指導教室が設置されているのは西小学校だけであることから、来年度、芝川小学校に開設できるよう準備を進めております。
また、中学校に発達障害、情緒障害通級指導教室がないことから、上尾中学校に新設できるよう準備を進めているところでございます。
●３点目に、市民相談を受けた、先ほどの通常学級での弱視の児童・生徒への対応についてであります。弱視の児童・生徒がタブレットなどを活用することで通常学級で学ぶことができるかについて、教育委員会の見解をお聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　弱視の児童・生徒が通常学級で学ぶためには、施設設備の改修や拡大教科書などの特別な教材を備える条件整備が必要となります。タブレットなどのＩＣＴ機器の活用は、弱視の程度に大きく左右されるものではございますが、学習を支援する上で有効であると考えております。
●新道　龍一　議員
	・　上尾市の危機管理について


●４点目、市内公立小・中学校の施設の耐震化についてでございます。熊本地震において、トイレ環境の改善が問題となりました。学校施設の老朽化が進む中、トイレ改修を望む声が多くなってきたことを受け、現状を把握するための調査が文部科学省から各県を通じて市町村が調査したとのことを受け、まず１点目、学校施設の老朽化に伴う耐震化の現状についてお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　本市の学校施設の耐震化は平成10年より開始しており、老朽化したトイレの改修工事と併せて進めてまいりました。今議会開会前の各会派代表者会議でもご報告させていただきましたが、西中学校の渡り廊下の一部に未耐震の部分が判明しましたので、本年、夏休みに西中学校耐震化工事を実施することにより、小・中学校の校舎及び屋内運動場の耐震化率が100％になります。
●トイレについて、洋便器、和便器別の状況についてお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成28年４月１日時点の文部科学省が実施した全国の公立小・中学校施設のトイレの状況調査によりますと、洋便器数と和便器数の比較結果では、洋便器数の設置比率が約43％になっています。また、埼玉県内における洋便器設置率の状況は、県内平均で約44％になっており、本市においては約64％になっております。
　なお、本市では、児童・生徒に対しトイレアンケートを実施した上で、その使用状況の形態から、各トイレに和便器を１カ所設置しております。
●バリアフリー対応のトイレの整備状況についてお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　市内小・中学校の33校中32校にバリアフリー対応のトイレを整備しております。なお、校舎の間取り上の理由により整備できなかった西中学校においては、けがなどで通常のトイレ個室内に入ることが難しい生徒やトイレ介助が必要になる生徒などの利用に配慮して、通常の個室の２倍くらいの空間のバリアフリートイレに準ずるトイレを整備しております。
●次に、東日本大震災では、指定避難所であるはずの体育館などの屋内運動場が、天井落下や窓ガラスの飛散により、危険により使用できないケースがあったと聞いております。そこで、市内の体育館等の非構造部材の対応状況についてお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　地震によるけがで最も多いのが、ガラスの飛散によるものと言われております。各学校施設の窓ガラスについては、大規模改造工事や改築工事を実施した学校は強化ガラスを導入しており、衝撃を受けた際に破片が細かい粒状になり、被害を最小限に抑える対策を行っております。安全な避難や避難所の生活を確保するためには、ガラスの飛散防止対策が重要であるため、今年度より避難所に指定されている学校体育館を優先に、高い位置にあるガラスに飛散防止フィルムを張る対策工事に順次取り組んでいるところです。
また、体育館内の照明器具の落下防止対策は全校が完了し、格技場の照明器具についても今年度末には終了する予定でございます。なお、小・中学校の体育館や格技場は、屋根裏面がそのまま天井になっており、仕上げ材などの天井等、落下するものはなく、安全な構造になっております。
●最後に、今後の学校設置者の方針についてお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　近年の大規模な地震では、天井材の落下など非構造部材の被害が発生しており、外壁、窓等で古い工法のものや経年劣化していたものは落下等の被害が顕著な状況にありました。
これまで本市では、児童・生徒の安全を守る構造体の耐震化対策を最優先に進めてまいりましたが、学校施設の老朽化も進んでいる状況にあることから、優先順位をつけ、計画的に老朽化対策を進め、災害に強い施設整備を行ってまいります。また、日々の点検や定期点検を適切に実施し、危険箇所等の実態把握に努め、早期改善を図るようにいたします。
なお、今回の熊本地震のように、これまでの常識を超えて発生するような地震もございますので、災害時に適切な行動がとれるよう、避難訓練を中心とした防災教育を推進してまいります。
●田中　一崇　議員
	・　上尾市民の生活にかかわる問題について


●上尾市では、各小学校のボランティアにより登下校の見守りが行われておりますが、今までに事故が発生したことがありますか。
また、このようなボランティアに対しての傷害保険はどのようになっているのか、併せてお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　これまで学校から報告を受けている中では、交通事故はなく、転倒による打撲などの事故が過去５年で５件ございました。
また、学校応援団として登録し、各学校で登下校の見守りをしていただいているボランティアの方々には、傷害、損害賠償保険に全員ご加入いただいております。
●上尾市の水は安全であるとありました。しかし、市内の小学校などでは、学校の水道水に問題がないとは思いますが、子どもたちが水筒を提げて登校している時期がございます。なぜ持っていくのか、何か理由があるのかお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　水筒を持参する理由といたしましては、児童の熱中症や脱水症状の予防がございます。特に暑さが厳しい時期、児童一人一人が短い休み時間に水分補給できるようにしてもらいたいとの保護者の要望に応じ、水筒の持参を認めております。
●各学校には規模に応じた冷水機、水道設備が備わっていると思いますが、それでも足りないという認識なのかお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　学校は児童・生徒数に応じて施設設備を設置しておりますので、冷水機や水道設備におきましても十分であると認識しております。
●藤岡市の一部の中学校では、給食を好き嫌いなく食べる完食デーを設け、授業で残飯の写真を見せたりして、食料の大切さについて教育しているとのことです。日本の食料を捨てている場所は、ホテルのパーティーと学校給食と言われています。
　上尾市での食育や食料の大切さを含めて、どのように指導や教育をしているのかお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　学校給食は、成長期の児童・生徒が必要な栄養を摂取するとともに、健康の保持増進を図るために大切なものであります。
　そのため、食育の授業では、生涯にわたり健康で豊かな生活を送るため、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけることができるよう指導しております。また、学校ファームなど、生命や自然、環境や食物などに対する理解を深める農業体験活動などの取り組みを行っております。
●３月議会では、次年度の教育費の予算も審議されております。そこでは、各小・中学校での担任以外のアッピースマイルサポーターの予算も計上しておりますが、アッピースマイルサポーターの配置については、教育委員会と学校とでどのような話し合いが行われ、配置が決定されていくのかお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　アッピースマイルサポーターの予算の計上に当たりましては、教育センターの担当者などが全小・中学校を訪問し、情報収集を行います。具体的には、該当児童・生徒の状況、各学校の支援体制及び配置人数などの情報を収集し、全市的な視点で勘案し、予算計上しております。
●各学校に応じた配置人数を決めているようですが、小学校では発達に特性のある子どもたちの様子をどのように把握しているのでしょうか、お答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　各小学校では、まず就学時健康診断で入学予定児童の様子を観察したり、保護者と面談したりするなどにより把握しております。また、年度末に実施する幼稚園や保育所などとの連絡会議においても、入学する子どもの様子などについて教職員間で情報交換を行い、把握しております。さらに、教育センターで保護者の同意の上行われる就学相談を通して得られた情報によっても把握しております。
●上尾市内の特に小学校では、児童数において大規模校と小規模校では相当差があります。日々感じることは、大規模校と小規模校では学習内容により大変不利な内容があるのではないかと感じております。例えばプールを使える回数やパソコンを使える時間、特別教室の使える回数など、小規模校では、大規模校と同じ設備であれば小規模校の方が有利になります。
　そこで、質問いたします。このように、学校施設において大規模校と小規模校で児童・生徒数の差を考えて、教育委員会として配慮や準備したりしているのかお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　学校規模による格差是正による配慮でございますが、学校に配当する消耗品費や備品購入費等の予算面においては、学級数や児童・生徒数を踏まえた配分を基本としております。また、施設設備面では、大規模校の一部には音楽室等の特別教室を複数整備している学校がありますが、ほとんどの学校は施設設備の整備状況は同じような状況にございます。
　田中議員さんご指摘の学校施設を利用した授業の割り当て格差等の課題については、どの学校でも学習指導要領に基づいて教育課程を編成し、定められた目標や指導内容、日数や時数に従って教育活動を行っておりますので、学校施設の利用に当たっては大規模校と小規模校の格差はございません。また、大規模校では施設設備の使用計画を適切に立てて授業を実施しており、児童・生徒の学習に関して格差が生じないように工夫しております。
　なお、少子化や学校施設の老朽化が進んでいる中で、学校施設の適正規模の確保については大変重要な視点であると認識しております。今後、公共施設マネジメントの観点から、学校施設の再編や複合化等、全市的な視野での検討を進めていく中で議論していくことと考えております。
●将来的には学校再編の話もあるかと思いますが、現在上尾市内の学校の児童・生徒数が大きく異なることについて、現在通学区域の変更を考えているのはそれぞれ何校あるのかお答えください。
　また、通学区の変更についての問題点も併せてお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　近年では、児童・生徒数が大きく異なる通学区域として、平成27年４月より大石小学校と西小学校で指定校変更及び選択区を、平成29年１月より大谷小学校と今泉小学校及び鴨川小学校で選択区を設定し、調整を進めているところでございます。このほかに、現時点ですぐに通学区域の変更を考えている学校はございません。
　通学区域を変更する場合の問題点としては、昔からある地区を分断してしまうことが挙げられます。また、通学班を組み直すことなどから、新たな通学路の安全対策を講じなければならないことも問題点として挙げられます。
●今シーズンも猛威を振るっているインフルエンザについて質問いたします。小・中学校は３学期を迎え、各学年とも学年の仕上げの時期であり、中学３年生は高校受験の大切な時期でもあります。
　　そこで、質問いたします。３学期に入り、学級閉鎖のあった学校数と学級数について、小学校、中学校の別でお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　２月28日現在、小学校は13校30学級、中学校は３校15学級で学級閉鎖がございました。
●予防接種助成への話でございますが、中学３年だけを対象にすると予防接種が１回で済み、１回の接種を約4,000円として、約2,200人が受けるにかかる費用は880万円となります。他の費用を入れても1,000万円程度と考えますが、まず初めに、中学３年生だけでも接種助成はできないでしょうか、お答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　インフルエンザワクチンの公費助成につきましては、自治体により対応状況がさまざまであることから、他市の状況を注視し、研究してまいります。
〔平成２９年３月１０日（金曜日）〕
●深山　　孝　議員
	・　教育課題について


●１点目の質問は、教育課題についてであります。学校施設のトイレ改修、和式から洋式へ。現在生活様式が変わり、ほとんどの家庭においてトイレは洋式化されています。小学校で初めて和式のトイレを見た、使ったという児童も多いと思われます。また、学校トイレの一般的イメージとして、いわゆる５Ｋと言われる、臭い、汚い、暗い、怖い、壊れているといった負のイメージを抱く児童・生徒も多く、排便を我慢してしまい、健康に悪影響を及ぼす子どももいると聞いています。学校トイレ、これは公衆トイレにも言えるかと思いますが、トイレは清潔で衛生的な環境に改善していく必要があると思われます。そこで、お伺いいたします。上尾市内の小・中学校の学校トイレにおいては、きのうの答弁で洋式化がかなり進んでいる状況が分かりましたが、先ほど申し上げた学校トイレの負のイメージに対しては、具体的にどのような視点で改修を進めてきたのでしょうか。また、トイレ改修後の児童・生徒の感想や印象はどんなものがあったのでしょうか。その内容をお聞かせください。

読解力について。子どもたちの読解力向上のために、現在上尾市ではどのような取り組みをしているのか。次に、新しい取り組みはどのようなものがあるのか、説明をお願いしたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　深山議員さんより大きな質問項目の１番目、教育課題についての１点目、学校施設のトイレ改修、和式から洋式への中で２点ご質問をいただきましたので、順次お答えいたします。
　まず、１点目のトイレ改修における改善対策についてでございますが、本市の小・中学校のトイレ改修は、校舎の耐震化や大規模改修に併せて積極的に工事を進めてきており、当初予定していた整備は全学校において完了し、全国的に見てもトイレ環境の整備は進んでいるものと考えております。深山議員さんご指摘の学校トイレのマイナスのイメージを解消する対策といたしましては、におい対策としてトイレの床面を乾式のドライ化床に変更をしております。従来のトイレの床はタイル張りで、湿式のウエット床であったことから、においの発生源にもなっておりました。その対策として、床面を乾式のドライ化床に改修し、床面に水分を残さないような工事を実施しております。また、男子小便器の下の部分は汚れとともににおいの発生源になりやすいことから、小便器下には汚れを拭き取りやすい汚垂れ石と呼びますが、汚垂れ石を設置し、臭気の発生源を減らしたことで、トイレ環境が格段に改善されております。
　次に、汚れやすさへの対策につきましては、床をドライ化したことにより、床面を汚した際に容易に拭き取りができるようになり、清潔な環境が保たれるようになりました。暗さ、怖さへの対策としては、暗いイメージであったタイル張りの壁を、温かで明るい印象の内装材に変更するなど、トイレ空間全体が明るく清潔な印象となるような配慮をしております。また、ＬＥＤ照明を人感センサー方式で設けたことで室内全体が明るくなり、暗くて怖い印象を払拭し、省エネにも貢献することができました。
　　最後に、壊れているという感じを与える課題については、改修後の各部材について耐久性があり、壊れづらいものをできるだけ用いるように配慮しております。また、壊れたままの状態を長い時間見せてしまうことで、児童・生徒のトイレを大切に使う気持ちが失われないよう、壊れてしまった場合はできる限り早期に修繕するようにしております。そのほかの配慮の視点として、使い勝手、入りやすさにも配慮し、トイレの入り口には扉を設けない工夫を図ったり、トイレブースのドアを常時閉鎖とし、中で使用しているかどうか分かりにくくする工夫や、廊下から便器等の使用状況が直接見えないような配慮も行っております。
　　次に、２点目のご質問、トイレ改修後の児童・生徒の感想や印象についてでございます。トイレ改修を行った学校では、児童・生徒へのアンケート調査を実施しております。調査結果についてですが、改修を行ったどの学校も、先ほど申し上げたトイレのマイナスイメージが払拭され、明るくなった、きれいになった、においがなくなった、使い勝手がよくなったとの好評をいただいており、快適性や利便性が向上したものと受け止めております。また、トイレを大切に使用する、きれいに使うという意識が向上しましたかという調査項目では、多くの子どもたちが向上したという回答を得ており、責任感や公共心といった豊かな心を育む教育の推進にも寄与しているものと考えております。
〇学校教育部長（西倉　剛）　大きな質問項目の１番目、教育課題についての中で、子どもたちの読解力向上について２点ご質問をいただきましたので、順次お答えいたします。
　　１点目の現在上尾市の各小・中学校で行っている取り組みについてでございますが、各学校では国語の授業を中心として、各教科総合的な学習の時間などで考える力と結びつけて、読解力を高める取り組みを行っております。具体的には、文章の内容や筆者の意図を読み取るだけでなく、文章の段落構成やすぐれた文章表現を学習したり、資料の中に含まれるグラフを考察したり、引用文や数値の正確さなどを確かめたりするなどの学習を通して、読解力を高めております。また、読解力の向上には文章を読んで理解するだけでなく、それを利用して自分の考えを書くことが重要であることから、読む力や書く力を総合的に向上させることが大切です。そこで、各学校では、文章の内容を要約して紹介したり、文章をつくり直したり、自分の知識や経験と結びつけた文章を書いたりするなどの活動を行っております。また、書くことが苦手な児童・生徒には、授業の際に自分の考えなどを長い文章ではなく、簡潔に書かせるなどの工夫を行っております。このほか読書活動の推進に係る取り組みも行っており、アッピースマイル学校図書館支援員を配置して、朝の読書活動をはじめ物語文だけではなく、新聞や科学図鑑、歴史漫画など幅広い分野の読み物に親しめるような取り組みを行うことにより、読解力を高めております。
　　続きまして、２点目の読解力向上のための新しい取り組みについてでございますが、その一つとして、小グループで学習した内容を別のグループのメンバーに説明したり、別のグループで学んできた仲間の説明を聞いたりして、仲間とともに討論するなどの活動を繰り返し行い、資料の読み取り方や考え方など児童・生徒が協働で学習できるような取り組みを挙げられます。また、書画カメラなどのＩＣＴ機器を用いることで、児童・生徒が書き込んだプリントなどをクラス全体で共有して読みを深めるなどの取り組みを行っております。上尾市教育委員会といたしましては、読解力は先日示された学習指導要領案の中の主体的、対話的で深い学びの実現のために極めて大切な能力の一つであると捉え、各学校が学力向上プランに位置付け、継続した取り組みを行うことで、児童・生徒の読解力のさらなる向上に努められるよう支援してまいります。
●学校施設のトイレ改修について、再質問を行います。現在小・中学校には、和式トイレが全体の３割ほどということですけれども、今後の洋式化の予定についてお答えをいただきたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　本市の方針として、学校校舎内の各トイレには最低１つの和便器を設けるようにしております。これは、小学校高学年及び中学生になると、便器に直接肌が触れることに対し抵抗感を持つ児童・生徒がいることによる配慮でございます。なお、今後和便器の比率の多い学校については、現在も適宜便器交換などを行っておりますが、今後も洋式化率を高めてまいりたいと考えております。
●それでは、現代のトイレについては快適性を求められています。学校トイレの温水洗浄の便座化についてはどの程度進んでいるのでしょうか、お答えをいただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　市内小・中学校の校舎等における温水洗浄機能つき便座、ウオッシュレットの設置比率は約33％になっております。

●本市の校舎の耐震化や大規模改修改造工事はかなり前から実施されていますが、かなり以前に改修工事を終えた学校のトイレの課題は生じていないのでしょうか、お答えをいただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　深山議員さんご指摘のように、早期に改修工事を実施した学校は洋式化率が低く、床もタイルなどのウエット構造の箇所もあるため、多少においの問題などが残っております。こうした学校の洋式化も進めているところでございますが、床からのにおい対策についても対応を進めていきたいと考えております。
●トイレ改修後の児童・生徒へのアンケート調査の中で、どんな要望内容と意見があったでしょうか、お答えをいただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　アンケート調査では、先ほども申し上げましたように、好意的な感想をいただいておりますが、中にはトイレの洗浄音を疑似的に発生させる擬音装置を設置してほしいなどの意見をいただいております。
●学校のトイレが洋式化され、快適な環境が整備されていることは大変いいことだと思っています。今後もこの環境を維持していくためには、学校での積極的な取り組みが重要と考えております。児童・生徒の自主性やＰＴＡ等のかかわりの中で、特色ある取り組みを行っている学校があれば、教えていただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　トイレ環境の維持管理について、特色ある取り組みや工夫を行っている事例についてのご質問ですが、市内各校ではそれぞれ個々の活動が展開されているところですが、例えば大石小学校を例に挙げさせていただきますと、学校応援団の中でトイレ清掃ボランティアグループがほぼ毎月１回、清掃のポイントを決めて清掃活動を継続して行っていただいております。
　また、平方北小学校では、きれいに整備された学校トイレをより一層きれいに使っていこうという児童からの提案により、学校独自にスリッパを用意し、上履きの履き替えをさせた上でトイレを利用しております。専用スリッパに履き替えることでトイレ内にほこりを持ち込むこともなく、床面の汚れ防止につながっていますが、児童がきれいなものをそのまま保ちたいという学校を大切にする心や愛着心など、豊かな心の教育につながっているものと考えております。
●学校は災害時の避難場所になり、高齢者や障害を持っている方の利用も当然考えられると思います。指定避難場所としての学校、体育館、また武道館等のトイレの設置状況と洋式化の現状をお答えいただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　本市の小・中学校の体育館や武道館等にトイレを設置している学校数は、小学校で22校中11校、中学校は11校中７校となっています。このうち洋式トイレを設置している学校は、富士見小学校と上尾中学校の２校のみになっております。

　　深山議員さんのご指摘にもあるとおり、体育などのトイレは災害時の避難所になり、高齢者や障害を持っている方々の利用も当然考えられますので、今後は洋式化について検討してまいります。
●要望が多い社会体育のトイレの洋式化について、お答えをいただきたいと思います。
〇教育総務部長（保坂　了）　社会体育トイレの洋式化につきましては、学校施設開放委員会からの要望を受けまして、順次対応しているところでございます。平成27年度に大石小学校、28年度に尾山台小学校の洋式化を行ったところでございます。今後の洋式化につきましては、老朽化を考慮し、随時検討してまいりたいと考えております。

●今後の教育委員会の整備方針についてお答えをいただきたいと思います。

〇教育総務部長（保坂　了）　学校施設のトイレ改修は、大規模改修に併せて工事を進めてきており、一定水準の整備は済んだものと考えております。しかしながら、東日本大震災や熊本地震等を通じて、地域社会における学校のトイレの役割も再認識しているところでございます。災害発生時には、多くの地域住民が学校に避難し、学校のトイレを利用することが想定されますので、子どもや高齢者など地域住民が安心して使える清潔なトイレづくりを進めていくことが大切であると考えております。また、豊かな心を育む教育の推進のためには、快適なトイレ環境を維持していくことも重要であると考えており、今後も児童・生徒がトイレを大切に使用する、きれいに使うという意識の向上ができるよう、保全管理にも配慮してまいります。
　社会体育トイレの洋式化につきましても、多くの皆様がご利用される施設ですので、老朽化の程度を勘案しながら随時検討してまいりたいと考えております。
●読解力の向上関連の再質問を行います。１点目、読解力の向上や新たな取り組みがよく分かりました。その中で、先ほど各学校が学力向上プランに位置付け、継続した取り組みを行うということでしたが、どのような取り組みを行っているのか、もう少し具体的にお答えいただきたいと思います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　具体的な取り組みといたしましては、国語の授業で毎時間音読を行ったり、言葉の意味を類推してから辞書を引いたり、自分の意見や感想をテーマに沿って書いたりするなどの取り組みがございます。また、文章のキーワードとなる部分に線を引いたり、附箋を活用して文書の内容をより深く考えたりするなどの工夫を行っている学校もございます。
●先日新聞記事で他市の読解力の状況を目にしたのですが、私は非常に衝撃を受けました。基礎的な学力をはかるテストを実施した結果、４人に１人は問題文を正確に読めないことが分かったとのことです。問題が正確に読めないのは、読解力以前の問題です。また、今と昔では社会情勢も異なり、最近ではＳＮＳで短い言葉だけのやりとりをしている人や、自分の考えを文章にすることを苦手としている人が増えていると聞いております。自分の考えを正しく文章に書けるようにするために、上尾市ではどのような指導を行っているのでしょうか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　自分の考えを正しく伝えられるようにするためには、ある程度長い文章をつくることが必要であることから、各学校では教育活動全体を通して、例えば教師が示した手本となる文をもとに創作文を書いたり、読んだ物語を紹介する文を書いたりするなどの指導を行っております。また、それに加え、国語の時間では主語や述語、助詞に気をつけて文を書いたり、起承転結を意識して文章を書いたりするなど、文章を書く際の基礎的、基本的なことから継続して指導をしております。
●学校では子どもたちの読解力向上のために、家庭にどんな働きかけを行っているのでしょうか、お聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　各学校では、読解力を高めるために読書が有効なことから、児童・生徒が家庭でもできるだけ多くの本に触れられるように、読み聞かせや家庭での読書を勧めております。さらに、言葉の意味や音読をすることも読解力向上に効果的であることから、音読や意味調べなどの宿題を出しております。特に音読の宿題を出した際には、家族に聞いてもらうことで家庭でも子どもの学習状況を把握していただくよう依頼をしております。
●戸野部　直乃　議員
	・　児童生徒の安心安全な下校の確保


●現在小学校の下校時間に合わせ、地域の防犯ボランティアの方々がご厚意で安全を見届けてくださっています。これには地域差があるかと思いますが、放課後の見守りボランティアの現状と課題をお聞かせください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　現在子どもたちの登下校を見守ってくださっているボランティアの方々には、登下校時に交通量の多い交差点での立哨指導や低学年児童への付き添いを行っていただいております。特に下校時には、学校安全パトロールカーでの通学路の巡回や安全点検、危険箇所の確認などを行っていただいております。課題といたしましては、見守りボランティアをされている方の多くが高齢化していることや、地域によりご協力いただく方の数に差があり、全ての地区で見守り活動ができていないことなどがございます。
●ご答弁にありましたように、ボランティアの方々だけのお力をおかりするにも限界があると思います。下校時に保護者が見守り活動を行っているところはありますでしょうか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　どの学校でも保護者の方々や地域の方々が下校班の付き添い、交差点での見守り、下校時の挨拶運動などを行っていただいております。また、新１年生が下校に慣れるまでの１カ月程度は、全ての学校で保護者に下校の付き添いを依頼して、ご協力いただいております。
●集団下校も定着しております。途中の分岐点から１人になってしまう児童もいらっしゃると思います。そのような児童に対しての対応などございますでしょうか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　戸野部議員さんご指摘のとおり、下校時に１人になってしまうことは、子どもたちの安全を考える上で大きな課題であると認識しております。各学校では、交通安全に十分気をつけて下校すること、危険を感じたときには防犯ブザーを鳴らすこと、大きな声で助けを求めること、子ども110番の家に逃げ込むことなどを指導し、対応しております。
●子ども110番の家については、子どもたちにどのように周知徹底をしていますでしょうか。また、駆けつけたという事例などありましたらお聞かせください。

〇学校教育部長（西倉　剛）　各学校では、児童に子ども110番の家を載せた地図を配布したり、子ども110番の家を訪ねて歩くスタンプラリーなどを行ったりして周知徹底を図っております。また、通学路安全マップにも子ども110番の家を載せて作成し、ホームページにも掲載するよう努めているところでございます。さらに、新入生保護者説明会では、保護者の方々に入学前に通学路及び子ども110番の家を子どもと一緒に確認するようお願いしております。なお、過去３年間、子ども110番の家に駆け込んだ事例はございません。

●中学校の下校は部活などにより暗くなってからの帰宅になってきます。学区も広くなり、自転車通学の生徒も出てきます。人通りの少ない地域の保護者はより不安な思いを抱えております。中学生の登下校の安全につきましては、12月議会で長沢議員がご質問し、交通安全指導を行っているとのことでした。不審者等から危険な目に遭わないための対策や指導はどのようにされていますでしょうか。

〇学校教育部長（西倉　剛）　各学校では、できるだけ１人で帰ることがないよう、部活動単位で集団下校するよう指導しております。また、生徒の下校に合わせて学校安全パトロールカーで巡回したり、生徒が暗くなる前に帰宅できるよう日没に応じた下校時刻の見直しを図るなど、生徒が安全に下校できるよう取り組んでおります。また、危険を感じた場合には、その場から逃げる、大きな声を出す、近くの家の人に助けを求めることなどを特に年度の初めや長期休業前に全校生徒に指導しております。
●下校にかかわる安全対策を調べていく中で、平成19年に総務省は地域見守りシステムモデル事業を展開しておりました。埼玉県では、蕨市がモデル事業としてスタート。地元ケーブルテレビ局の回線を利用し、基地局を市内115カ所に設置。ＩＣタグを持った児童が基地局のそばを通ると保護者にメールが届くシステムで、児童の位置情報が確認できるようになっています。実施機関としては、蕨市地域児童見守り協議会、代表機関として蕨ケーブルビジョン株式会社、参加機関は蕨市ＰＴＡ連合会、社団法人蕨青年会議所、蕨市教育委員会となっていました。地元のケーブルテレビ会社が教育委員会の認可を得て、市内参加小学校７校の学校長に説明をし、学校から児童に案内を配布。モデル事業終了後は、ケーブルテレビ会社の営利サービスになることから、学校からのお知らせをしない方向でいたようですが、ＰＴＡからの評判がとてもよく、ＰＴＡ連合会主導のもと案内が配布され、それぞれのご家庭の任意申し込みで展開されているようです。当初は、小学生のみが対象のサービスでしたが、保護者の要望により、蕨市在住の方全般が対象となりました。地域の実情に応じたＩＣＴの活用システムに多くの企業が参入しております。このような安心見守りＩＣタグを活用した安全対策を埼玉県内で取り入れている事例はほかにありますでしょうか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　川口市と秩父市の一部の学校で実証実験を行ったと聞いております。
●先ほど紹介した総務省が行った地域見守りシステムモデル事業に参加した多くの自治体では、安全安心の関心を高められた、保護者の安心感が増した、地域の見守りに対する意識も向上したなど、80％以上の方が本格的導入を求めておりました。上尾にも上尾に合ったタイプのＩＣＴを活用した見守りシステムの導入を検討していただきたいのですが、ご所見をお伺いいたします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　ＩＣタグを活用した見守りシステムは、システムの構築や機器の購入費用などの課題があり、導入している市町村が少ない状況でございます。しかしながら、学校や保護者が校門の通過時刻や位置情報を把握できるなどの利点がございますので、研究してまいります。
●長沢　　純　議員
	・　東京オリンピックの成功に向けて


●小さいころに一流の選手に接するチャンスがあると、生涯その子どもたちの人生に厚みが広がり、夢を持て、目標も持てる機会でもあります。そこで、市内小・中学校への海外オリンピック選手の招待活動について、教育委員会としての見解をお伺いします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　海外のオリンピック・パラリンピック選手を小・中学校へ招待することは、児童・生徒のスポーツに対する興味関心を高めたり、他国の文化を理解する国際理解教育を進めたりする上で大変有意義なことであると捉えております。教育委員会といたしましては、そのような機会がございましたら、関係部署とともに対応してまいりたいと考えております。
●次に、選手の育成に関して、オリンピック種目で市内全国大会出場選手の状況についてお伺いをいたします。

〇教育総務部長（保坂　了）　平成28年度に市内の全国大会に出場した個人選手は63人で、そのうち中学生から30歳代までオリンピック種目に該当する選手は28人でございます。その中で成績優秀な選手につきましては、全国中学生フェンシング選手権大会男子エペ優勝、全国高等学校ライフル射撃競技選手権大会ビームライフル男子団体優勝、全国高等学校ライフル射撃競技選手権大会エアライフル男子団体優勝、全国高等学校総合体育大会テニス競技大会シングルス２位、ダブルス２位、全国中学校水泳競技大会200メートル自由形準優勝などの選手がおりました。
●有望な選手がたくさんいらっしゃるということで、それではそのオリンピックに関する選手の育成についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　上尾市体育協会では、加盟競技団体においてジュニアを対象とした教室や大会を開催し、指導、育成を行っております。スポーツ少年団におきましても、市内小学生を中心に各種目において指導を行っているところです。また、埼玉県では、彩の国プラチナキッズ発掘育成事業といたしまして、委託を受けました公益財団法人埼玉県体育協会が、主に小・中学生を対象に各種競技団体と連携して定期的、継続的な一貫指導によるトレーニングを実施し、各種目の優秀なジュニアアスリートを育成強化する事業を行っております。
	・　Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備推進について


●課題であった学校無線ＬＡＮの進ちょく状況についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在本市の小・中学校の施設内においては、無線ＬＡＮは整備しておりませんが、昨年度から今年度にかけ、中央小学校及び富士見小学校において校舎に無線ＬＡＮ環境を導入し、実証実験を行った経緯がございます。
●それでは、中央小学校、富士見小学校の実証実験状況についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　この実証実験は、両校ともに校舎改築により有線ＬＡＮも布設されていたことから、４台のアクセスポイントを追加設置し、コンピューター教室以外の場所において既に整備されているタブレット端末を活用し、大型モニターやデジタル教科書も併用しながら、ＩＣＴの活用の研究授業などを実施したものでございます。特に中央小学校では、約１年間の実証期間を設け、さまざまな教科や学習形態で無線ＬＡＮ環境を活用し、有効な使い方や課題等を検証いたしました。
●課題の検証を行ったということですけれども、今後の学校無線ＬＡＮ整備方針についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在多くの分野でＩＣＴの活用が必要不可欠となっており、国においても教育のＩＴ化に向けた環境整備４カ年計画が推進され、各自治体には高度情報化社会を生きる子どもたちの将来を見据えた教育環境整備を行うことが求められております。
　本市では、これまで上尾市教育振興基本計画に基づきＩＣＴ教育の環境整備に努めており、パソコンやコンピューター教室の整備はもとより、小・中学校の全普通教室への大型モニターの整備や小学校パソコン教室の端末タブレット化など、本市独自の施策も積極的に展開してきたところでございます。このような中で無線ＬＡＮの環境整備については、これらの施策をさらに発展させていくために重要なＩＣＴ基盤と考えており、情報教育や各教科指導におけるＩＣＴ活用について、そしてタブレット端末を活用していく上でも必要な施策であると考えます。そのため、具体的な整備計画を策定し、新たな実証実験や導入モデルを検討するなど、整備に向けた研究を積極的に推進してまいりたいと考えております。
●星野　良行　議員
	・　上尾シティマラソンについて


●上尾シティマラソンの概要について、改めてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　上尾シティマラソンは、市制施行30周年記念事業として昭和63年に第１回大会をスタートし、平成28年11月の開催で29回目を数えております。

　コースは、上尾運動公園陸上競技場をスタート、フィニッシュ会場とした市内折り返しの設定となっております。また、種目については、日本陸上競技連盟の登録別や年代、男女別による種目設定をしており、ハーフマラソン12種目、５キロ10種目、３キロ５種目の全27種目となっております。
●上尾シティマラソンのセールスポイントといいますか、特徴について、ありましたらお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成12年にハーフマラソンのコースを日本陸上競技連盟の公認を取得し、市街地から緑豊かな郊外を走り抜ける上尾市の平たんな地理条件を生かし、高低差が少ないコースとして市民ランナーの皆様にも好評をいただいております。

　また、東京箱根間往復駅伝で常連校となっております大学生ランナーが多数出場し、大学生男子の部の１位、２位の選手及び監督かコーチ１名が毎年３月に行われるニューヨークシティハーフマラソン大会にご招待をいただいております。そのほかでは、平成27年より東京マラソンの提携大会として、埼玉陸上競技協会の選定を受け、ハーフマラソンの部に出走した日本陸上競技連盟登録者のうち推薦基準タイム等の条件を満たしたランナーを東京マラソン準エリートとして推薦をしております。また、埼玉県陸上競技協会所属の川内優輝選手には、毎年招待選手として出場していただき、参加ランナーにエールを送っていただいており、上尾の地でトップランナーの走りを間近で体感することができる、上尾市を代表するスポーツイベントとなっております。
●市外からの参加者が大変多いようですが、このことを主催者としてはどのように評価しているか、お伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　大変多くのランナーが市外から上尾シティマラソンに参加いただいております。これは、今年度で29回目を数えたマラソン大会として定着してきていること、また上尾市民の皆様はもとより、日本全国各地のランナーの皆様にも陸連公認の大会であることや、箱根駅伝に出場する多くのランナーと一緒に走れるなど、全国的に知名度が上がってきているなどの理由が考えられます。主催者である市といたしましても、市外の多くの方々に上尾市を知っていただき、上尾市をＰＲできるよい機会と考えております。今後も上尾市を代表するスポーツイベントとしてさらなる充実を図ってまいります。
●次に競技場の課題について伺ってまいります。上尾シティマラソンに参加をしていて、他の大会に増して運営スタッフというか、ホスピタリティーが大変すぐれていると思いますが、運営にかかわるボランティアについて伺います。人数やどのような方々がかかわっているか、併せて伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　ボランティアの人数につきましては、2016年大会では協力団体の主な内訳として、体育協会加盟団体から358人、ボーイスカウトやアブセックなどの団体から40人、伊奈学園総合高等学校及び市内高等学校、看護専門学校の生徒さんが54人、競技補助員として市内中学生123人、上尾市食生活改善推進員協議会36人となっています。そのほか埼玉陸上競技協会役員、スポーツ推進委員等約300人で、約900人の競技役員で大会運営を行いました。

　2016大会におきましては、312人のスタッフを走路整理係として、併せて主要な交差点等には警察官、警備員を配置し、選手の安全確保に努めております。給水所は、ハーフマラソンの部において5.5キロ、10キロ、16キロ、19キロ地点の４カ所に設置しており、救護所につきましては運動公園陸上競技場内に医師及び看護師を配置し、約13キロ地点に当たる北部浄水場と給水所に合わせて５カ所の救護所を設け、看護師及び上尾市消防の救急救命士等を配置しております。
●最近５年間で大会中の重篤な傷病者の発生数とその対応について伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　過去５年間において大会開催中に救急要請を行った件数になりますが、2012年１件、2013年６件、2014年４件、2015年２件、2016年１件となっております。レース走行中にランナーが重篤な状況に至った場合においては、ランナーの安全を考え、救急要請を第一に対処するよう各協議役員にお願いしているところです。また、初期対応といたしまして、看護師を乗車させた収容車両を運行しており、各救護所にＡＥＤを設置し、コース上での不測の事態に備えております。
●脱水は、トップクラスの選手でも、のんびり走る選手でもなるときはなるもので、意識がなくなると大変危険であります。大学生や実業団のトップ選手が走る大会でもある上尾シティマラソンに、安全性の担保の面からメディカルランナーの導入を提案しますが、ご見解をお願いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　2016年大会までメディカルランナーとして医師等が伴走する体制は行っていませんが、各救護所に自転車を配備しており、不測の事態が発生した場合に最寄りの救護所から救急救命士等が急行できるよう体制をとっております。

　レース走行中の不測の事態も想定される中、出場者に対し安心で安全な大会としてさらなる充実を図っていくに当たり、メディカルランナーの導入は有効な対策の一つとして考えられます。上尾シティマラソンにおいても導入の可否について、同種の大会等の情報収集や医療関係機関等との調整を図りながら、実行委員会の中で検討してまいりたいと思います。
●上尾シティマラソンは、以前は５キロ表示であったため、ゆっくり走るランナーには不親切だなと思っていたこともありました。現在距離表示についてはどうなっているか、お伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成27年の第28回大会より、ハーフマラソンの部につきましては１キロメーターごとの距離表示を行っております。
●それでは、次に時間制限について伺います。私の地元の女性ランナーの方から、上尾シティマラソンは最近完走できないから出ていない。よその大会に出ている。星野さん、何とかしてくださいと、切実にお願いをされたことがありました。私自身も最近は完走しないで途中棄権をしておるのですが、そこでお伺いをさせていただきます。時間制限及び時間制限の推移、関門通過の制限時間を含めてお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在ハーフマラソンの部につきましては、制限時間２時間20分、関門制限については15キロ地点で１時間45分になります。また、制限時間設定の推移につきましては、2009年大会までは制限時間が２時間25分、関門制限17.5キロ地点において２時間５分、2010年から2011年大会までは制限時間２時間20分、関門制限を２地点設けており、第１関門15キロ地点で１時間40分、第２関門17.5キロ地点で２時間でございました。現在の制限時間及び関門制限の設定は、2012年大会より規定しているものでございます。
●関東圏内のハーフマラソンの制限時間についてお伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　他の主な大会のハーフマラソンの部の制限時間につきましては、まず県内ですが、小江戸川越ハーフマラソンは２時間45分、熊谷さくらマラソンは２時間30分、加須こいのぼりマラソン大会は２時間30分、春日部大凧マラソン大会は２時間56分、ふかやシティハーフマラソンは２時間30分でございます。

　次に、関東圏では、神奈川県の横浜ブルーライトマラソンは２時間50分、千葉県の南房総市ロードレース千倉は２時間30分、群馬県の上州太田スバルマラソンは２時間20分、栃木県の足利尊氏公マラソンは２時間40分、東京都の夢の島さわやか健康マラソンは４時間でございます。ハーフマラソンの部の制限時間を見ますと２時間30分が多く見受けられ、おおむね平均的な時間となっております。上尾シティハーフマラソンにつきましては、公認大会コースであることや交通環境等を踏まえた検討の結果、２時間20分の制限時間を設定しておるものでございます。
●今年の大会は第30回の記念大会であります。記念大会としての特別な企画はあるのでしょうか。まず、過去の10回大会、20回大会の特別な企画の実績について伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　記念大会となる節目の年において、スポーツ界などから著名な方の招待や連続出場選手への記念商品の贈呈などを行ってまいりました。過去の記念大会についてですが、第10回大会においては元オリンピック女子マラソン日本代表の宮原美佐子さん、元女子バレーボール日本代表の益子直美さんをお招きして開催いたしました。第20回大会におきましては、元世界陸上大会女子マラソン代表の千葉真子さんを招待し、また20回連続出場者へ記念品の贈呈を行いました。
●今年の30回大会では、何か特別な企画を計画していることはありますか、お伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成29年度は第30回大会として記念すべき節目の大会となります。特別企画については、大会に花を添えていただけるゲストランナーの招待や、連続出場者への記念品贈呈などが考えられます。シティマラソンは、実行委員会を立ち上げ、実行委員会が主管として企画、運営を行っておりますので、第30回の記念大会においても実行委員会で思い出に残るような記念大会となるよう検討してまいりたいと思っております。
●先ほどの質問でも申し上げましたが、多くの方が市外から上尾駅を利用してこられると思います。上尾駅でのウエルカムイベントなど開催したらよいのではないかと思いますが、ご見解をお願いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　駅を利用しての来場者も多いことから、上尾駅及びその周辺でのイベントについて、関係機関と協議を重ねてまいりたいと考えております。
	・　火の見やぐらについて


●火の見やぐらの文化財的保存について伺います。現存する火の見やぐらはほとんど戦後につくられたものと承知をしていますが、半鐘などは古いものもあるかもしれません。火の見やぐらあるいは半鐘について、文化財的な調査を行ったことはありますか、お伺いをいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　これまで教育委員会では、文化財の指定等についておおよそ明治時代以前のものを対象としてまいりました。近年では、幕末から第２次世界大戦期までに建設され、近代化に貢献した産業、交通、土木に係る建造物が近代化遺産として文化財指定等の対象ともなっておりますが、戦後に建設されたものとして見られる市内の火の見やぐらにつきましては対象としておりません。したがいまして、現在のところ調査は行っておりません。
●もう使われなくなった火の見やぐらの今後の保存活用について、市の見解をお伺いいたします。
〇教育総務部長（保坂　了）　市内の火の見やぐらは、各地区の自警消防団の施設に隣接して建てられており、防災や消防の歴史を伝える建造物として貴重なものと考えております。今後火の見やぐらの保存と活用ができるような手法について研究してまいりたいと考えております。
〔平成２９年３月１３日（月曜日）〕
●池野　耕司　議員
	・　学校給食の現状と公会計化について


●市における学校給食の開始時期から現在までの経過についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　上尾市における小学校給食は、昭和31年９月に上尾小学校で始まり、昭和39年６月にそれまで開校していた８校で実施されるようになりました。その後、昭和42年以降開校された学校は、開校当時から給食を自校方式で実施し、現在に至っております。

　中学校給食は、平成５年１月に共同調理場と自校調理場を備えた、センター方式と自校方式の機能を効果的に組み合わせたシステムで始まり、現在に至っております。
●小・中学校の食費に関する保護者からの食材費、そして給食事業の実施者である市の維持管理費の状況についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　学校給食に係ります経費は、小・中学校合わせて約18億円になります。そのうち児童・生徒の保護者が負担している給食費は食材費のみで、約９億円を負担していただいております。

●調理者等の現場状況についてお伺いいたします。学校給食は、子どもにとって大きな楽しみの時間であります。その家庭で大切なのは、食材を調理する現場、現在小・中学校で給食の献立をつくる栄養職員、調理をする調理員がおられますが、それぞれの人数についてお伺いいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　本年度市内の小・中学校では、栄養職員が16名、給食調理員が108名おります。

●小・中学校における栄養職員の配置状況はどのようになっておりますか、お伺いをいたします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　今年度小学校では、県費負担の栄養職員を14校に配置しております。また、中学校につきましては、県費負担の栄養職員を２名配置しております。

●配置基準はどのようになっておりますでしょうか。

〇学校教育部長（西倉　剛）　県費負担の栄養教諭及び栄養職員は、単独給食実施校につきましては学校給食を受ける児童・生徒数が550人未満は４校に１人、550人以上は１校に１人、550人未満の給食実施校が１校以上３校以下の市町村に１人の配置となっております。共同調理場につきましては、その調理場に係る学校の児童・生徒数が1,500人以下は１人、1,500人から6,000人以下は２人、6,000人以上は３人の配置となっております。

●栄養職員はこの食に関する知識はもちろん、衛生管理の徹底、あるいはまた調理員の健康、環境改善も大切と思いますが、どのような研修を行っておられますか、お伺いいたします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　上尾市教育委員会では、感染症などによる食中毒の事故防止や衛生及び安全管理についての意識の向上を図るため、夏季休業中に衛生管理研修会を開催しております。また、埼玉県教育委員会が主催する食物アレルギー・アナフィラキシー対応研修会に参加しております。
●続きまして、各学校、この調理をされる方の調理員の雇用形態並びに人数はどのような体制で行われておられますか、お伺いします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　平成28年度の正規調理員は44名、雇用形態は一般職員と同じでございます。嘱託調理員は39名、勤務時間6.5時間で、１年契約でございます。臨時調理員は25名、勤務時間5.5時間で、学期ごとの契約でございます。そのほか正規または嘱託調理員などが欠員となった場合に配置する臨時短期調理員がおり、勤務時間は欠員者の分となっております。

●学校給食を円滑に行うための各種委員会があると承知をいたしておりますが、それぞれの委員会の構成状況と委員会開催について、資料を提示して見えるようにご説明お願いいたしたいと思います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　本市の給食は小・中学校ともに学校給食運営委員会が母体となっており、その中に献立、物資、指導の３つの部門がございます。運営委員会の構成員は、校長、教頭、給食主任、栄養教諭、学校医、学校薬剤師、鴻巣保健所職員、ＰＴＡ代表で構成されており、年間３回開催しております。献立部会、物資部会につきましては、小学校が年間11回、中学校が10回開催しております。指導部会につきましては、小・中ともに５回開催しており、うち１回は合同で実施をしているところでございます。
●それでは、いつどのように献立が決定し、食材が決まり、そして発注、納品、納入業者への支払い方法はどのように行われておりますでしょうか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　小・中学校それぞれの献立部会が献立を決定し、献立に使用する食材は物資部会で決定いたします。発注につきましては、小学校は学校ごと、中学校は全てを共同調理場で行っております。納品につきましては、小学校は各学校に、中学校は各中学校と共同調理場に納品しております。代金の支払いにつきましては、小学校は学校ごと、中学校につきましては11校分が共同調理場が一括で支払っております。

●未納状況についてお伺いをいたします。過去３年間の未納給食費の状況についてお伺いします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　小学校は、全校で平成25年度分は39万4,700円、平成26年度分は57万4,821円、平成27年度分は75万3,043円でございます。中学校は、全校で平成25年度分は36万7,832円、平成26年度分は71万7,267円、平成27年度分は56万5,510円でございます。

●未納保護者への対応状況、徴収業務はどのように行っておられますか。
〇学校教育部長（西倉　剛）　上尾市の学校給食会計は、全て私会計でございまして、未納保護者への対応や徴収業務は未納対策マニュアルに基づき各学校で処理をしております。
●給食費の未納は各学校長の負債であり、また債権であります。学校給食費未納対策マニュアルの内容と効果についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　給食費の未納防止や督促につきましては、まず学校が取り組むべきことを定め、学校だけでは対応が厳しい場合の教育委員会の対応も定めております。未納発生時から事務職員の対応や学級担任の対応、１カ月後、２カ月後、その後の対応と、段階的に手順が定められております。また、事務職員から学級担任、学年主任、教頭、校長まで情報の共有を図ることとなっております。効果といたしましては、連携を図った組織的な徴収業務ができるようになっているということでございます。
●食物アレルギー対応のマニュアルはありますか。また、学校現場において食物アレルギー児童に対する研修、共通認識をどのように行っておられますか、お伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　各学校では、年４回開催している埼玉県教育委員会主催の食物アレルギー・アナフィラキシー対応研修会に教職員を派遣し、アレルギーの知識や対応について学んでおります。また、保護者との面談などを通じて、アレルギーに関する情報を収集し、児童・生徒一人一人のアレルギー症状を把握し、管理職をはじめ養護教諭、栄養教諭、担任などが共有し、事故が起こらないよう学校全体で取り組んでおります。
●上尾市では現在学校給食の食材費関係は保護者から口座振替で集金する、私会計の中で行っております。給食事業には、経理関係、また未納対応、安価で良質な食材の安定確保、調理現場での人的体制の確保、さまざまな課題があろうかと思います。また、この金融機関へのいわゆる納入材料の支払いの引き出し途中での事故があったときの責任、賠償は、校長責任と職員個人の責任という危険性も感じますが、当局ではこの上尾市の学校給食の課題と問題点をどのように把握しておられますか、お伺いします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　ただいま答弁申し上げる前に、先ほどのご質問いただきまして、答弁漏れがございましたので、追加で答えさせていただきます。
　アレルギー対応マニュアルにつきましては文部科学省、学校給食における食物アレルギー対応指針並びに埼玉県学校における食物アレルギー対応マニュアルに基づいて対応しているところでございます。上尾市におきましても、国、県のマニュアルを参考に策定作業を現在進めているところでございます。大変申しわけございませんでした。
　続きまして、現在のご質問にお答え申し上げます。学校給食費の未納者が生じた場合は、学校職員が対応しなければならないことが課題であると認識しております。
●埼玉県内並びに近隣におけるこの給食費の公会計の導入状況についてお伺いをいたします。
〇学校教育部長（西倉　剛）　平成27年３月31日現在、埼玉県内で全ての学校が公会計になっている自治体は28市町で、共同調理場だけが公会計になっている自治体は５市でございます。近隣の自治体では、川口市、戸田市、蕨市、川越市、川島町などがございます。共同調理場だけが公会計となっている自治体は、北本市、鴻巣市がございます。

●続きまして地方自治法210条、これは総会計予算主義という原則の条文でございます。一会計年度における一切の収入及び支出は、全てこれを歳入歳出予算に編入しなければならない。もっと申し上げますと、市町村のお金は全て歳入歳出として取り扱うことを求められております。いわゆる議会における財政民主主義を反映しなければならない、こんな内容でございます。したがって、公的な学校という場所、施設で行われる学校給食費の徴収、これは公会計により実施すべきではないかと考えますが、当局の見解をお伺いします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　学校給食費の取り扱いにつきましては、これまで昭和32年の文部省通達、保護者の負担する学校給食費を歳入とする必要はなく、校長が学校給食費を取り集め、これを管理することは差し支えないに基づき運営されてきました。併せて昭和33年の文部省通達、学校給食費を地方公共団体の収入として取り扱う必要はないに基づき、私会計により運営しているところでございます。

●上尾市では公会計についてのこれまでの検討状況並びに今後の取り組みの見解についてお伺いをいたします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　教員が子どもたちと向き合う時間や学習指導の充実を図るための研究の時間を十分に確保することなどは、教育委員会といたしましても課題であると認識しております。こうした本来教員が担うべき業務に専念できる環境を整える上からも、近隣自治体の動向について注視しつつ、既に公会計で運営している自治体についても研究してまいります。
●池田　達生　議員
	・　学校給食の無償化を


●上尾市の学校給食に対する考え方をお伺いいたします。第１に、学校給食は教育の一環である。このことの法的根拠を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　法的根拠といたしましては、学校給食法第２条の学校給食の目標として、次の７つの項目が挙げられております。１、適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。２、日常生活における食事について、正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。３、学校生活を豊かにし、明るい社交性及び共同の精神を養うこと。４、食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。５、食生活が食にかかわる人々のさまざまな活動に支えられていることについての理解を深め、勤労を重んずる態度を養うこと。６、我が国や各地域のすぐれた伝統的な食文化についての理解を深めること。７、食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くことと目標が掲げられ、義務教育諸学校においてその目標が達成されるよう努めなければならないとされております。
●学校給食の無償あるいは一部補助している県下の状況を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　埼玉県で無償化を実施しておりますのは、滑川町と小鹿野町でございます。一部補助をしておりますのは、坂戸市と寄居町が第３子から全額補助、幸手市が第２子から半額、第３子から全額、行田市は第３子以降半額補助で、横瀬町と長瀞町が一定額の月額補助、秩父市は一定の年額補助を行っております。
●上尾市では無償化、一部負担の検討や方針はありますか。

〇学校教育部長（西倉　剛）　生活保護受給世帯や要保護、準要保護世帯には生活保護制度や就学援助制度により既に給食費の10割が支給されております。教育委員会といたしましては、これ以外は検討しておりません。

●次は給食費についてであります。小・中学校の全国平均、県の平均、そして上尾市の平均を出してください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　１食当たりの給食費の全国平均は、平成27年５月１日現在、小学校が249円、中学校が289円です。同じく埼玉県の平均は、小学校が236円、中学校が280円となっております。上尾市においては、１食当たり小学校が246円、中学校が307円でございます。

●上尾市の給食費が県下でも小学校、中学校とも第３位と高いこと、給食費を滞納する家庭が小学校で言えば年々その額、率とも増えていること、これはしっかり受け止めなければならないと思います。働く親の状況も大変厳しい中、今こそ何らかの援助を行うことが必要だと考えます。ほかの市町村でも何らかの対策をとっているところが増えています。後でも述べますが、子育て真っ最中の親への支援が今こそ必要です。上尾市も一部補助を含め、給食費の無償化、ぜひ検討してほしいと思います。その点で教育長のご意見を伺います。
〇教育長（池野和己）　今の質問にお答えする前に、先ほど池田議員さんの方からありましたけれども、こちら側の答弁を準備するに当たっては、客観的に比較ができるということの中で１食当たりを出したわけでございます。自治体によって給食の回数が違いますから、月額出せば当然変わってきます。したがって、これを客観的に見るためには、１食当たりが一番妥当であろうということで回答させていただきました。市町村によっては、上尾市より10食ほど少ない学校もございます。それが１点でございます。

　もう一点ですが、確かに値上げをした時期のときは、私も部長で対応しておりましたけれども、上尾市の給食の質は大変私は高いと自負しております。大変温かい給食である。そしてまた、調理員等も他市町に負けないぐらい充実しております。そうした中で給食費が決まってくるのであって、給食費の金額だけを見て、上尾市の給食が県下３位ということですが、多分食の質はナンバー１であるというふうに思ってもいいのかなと思っております。
　それでは、ただいまご質問いただきましたことでございますが、先ほど部長も答弁いたしましたけれども、保護者個々の経済状況はそれぞれ違いがございます。したがいまして、その必要に応じて、やはりその子女の就学への援助はできるだけ困っている家庭にきちっとやっていくべきであるということの中で援助してまいりたいと考えております。
●若い層の定住促進として学校給食の一部補助または無償化、18歳までのこども医療費の無料化についてのお考えを伺います。

〇市長（島村　穰）　これは、学校給食費の無償化、18歳までの医療費の無料化、これについてはいろんなところで市町村があります。ですから、それぞれの形の中でやっております。この上尾市は大変厳しい状況でございますので、今は考えていないところでございます。

●秋山　もえ　議員
	・　新図書館建設計画は凍結・見直しをし、今ある図書館の充実に着手を


●分館の開館時間を早期に拡充、延長できない理由について伺います。
〇市長（島村　穰）　図書館の関係で延長、これも新しい中で開館の時間をちゃんと延長をやっていきます。結局拡大をするということでございますから、その中でやはり延長の時間とか、それも考えてやっていくということでございます。
●私が聞いたのは、早期になぜ拡充、延長できないのかということです。もう一度伺いたいと思います。1,000万円の予算でできることです。これは、やる気になればすぐにでもできるのではないでしょうか、伺います。

〇市長（島村　穰）　新図書館の施設は、これは開館でございますけれども、そのときに併せてやはり延長の方も考えてございます。
●新図書館の建設と併せてと。では、理由については、早期に拡充、延長できない理由についてはお答えはないということですか、もう一度お願いします。

〇市長（島村　穰）　一応今新しいときで全部時間を延長、ほかのところもやりますので、全体的な中でできたときに、全体的な延長をやるという考えでございます。
●つまり新しい図書館ができてからでないとできない理由は何でしょうか。

〇市長（島村　穰）　一応時間の方は、今言ったように新しいときで。その中で事前にいろいろと検討はするということでございます。ただ、一応31年のときにできる、そのときにできれば延長したいという考えでございます。

●図書館資料費を５年後に100万円増やすというのが第２次図書館サービス計画に書かれてありますが、この５年後に100万円を増やすという、この計画で図書の充実、図書資料費の充実が図れると考えているのか、市長に伺います。

〇市長（島村　穰）　この１つの項目を取り上げて、図書の充実を図ることができるものではありません。図書館サービス計画には、さまざまな目標が設定されており、これを１つずつ達成していくことがサービスの充実につながると考えておるところでございます。
●もう一度伺います。５年後に100万円、これ各分館にしても年間10万円ほどしか配分されないという計算なのです。これでは図書資料費は増やせないと。これでは増やさないと言っているようなものではないかと私は思うのですが、この金額でどうやったら充実できるのか、お答えください。

〇市長（島村　穰）　これは一応100万円ということでやっていますけれども、それはその年、毎年毎年いわゆる予算を計画してやりますので、一応は今形の中で100万ということで。でも、その中でどれだけ出るか、それはやはり精査して、若干伸ばすこともあります。ただ、一応現状の中では100万という形の中で考えているところでございます。

●平成26年１月22日の政策会議の議事録です。現本館の建て替えの増築について、政策会議の中で全く議論をされていません。なぜ現本館建て替え増築について真剣に議論し、検討しなかったのか、その理由について伺います。

〇市長（島村　穰）　本館の建て替え、これは私もマニフェストの中で言っています。そういう形の中で、市民の皆さん方に図書館をやりたい。そんな公約をやったわけでございます。ですから、私はできればこの図書館をやっていきたい、そんな考えでおります。
●今からでも遅くはありません。まだ土地を購入しただけです。現本館の上平移転計画の凍結、見直しをする考えはないのか、伺います。
〇市長（島村　穰）　新図書館建設は、来年度に、平成31年度の開館を、工事に着手するわけでございます。将来の上尾を見据えたときに、新図書館施設があらゆる市民の学びの場、また知の拠点として上尾の文化レベルの向上に寄与、魅力あるまちづくりの一翼を担うものと確信をして、私はつくりたいと考えております。

●上尾市は、経常収支比率が県内でワースト４であります。上から４番目です。財政が硬直化し、余裕がない自治体となっています。今後さまざまな公共施設の更新も予定をされておりますが、38億円もの税金を新図書館建設に投入することは、経常収支比率をさらに高くすることになり、さらに硬直化し、他の福祉施策などの削減や縮小につながるのではないでしょうか、市長の見解を伺います。

〇市長（島村　穰）　先ほども申し上げましたが、新図書館複合施設は将来の上尾を見据えたあらゆる市民の学びの場、また知の拠点として整備を進めるために、今後も定員、給与、市債の借り入れの適正化などにより経常的経費を抑制し、市民負担が過大にならないように努め、安定的な財政運営を考えておるところでございます。
●指定管理になればもうけを上げる民間業者を利することになるため、市民のボランティアは成り立たなくなる、できなくなるとのことでした。上尾市がもしも今後図書館に指定管理を導入したとしたら、やはりこれは市民のボランティアが成り立たなくなる。読み聞かせなど学校現場と連携をしたボランティアについてもどうなるのかと、不安の声が上がりました。指定管理を導入した場合、図書館の企画に市民がかかわること、市が目指している市民とともに歩む図書館となることが困難になると考えますが、見解を伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　管理運営の方法については、現在も検討中ではございますが、いずれにいたしましても図書館サービス計画に基づく市民とともに歩む図書館の実現を目指してまいります。
〔平成２９年３月１４日（火曜日）〕
●浦和　三郎　議員
	・　社会体育施設について


●社会体育施設のトイレの洋式化についてお伺いをいたします。平成27年６月定例会において、昭和50年代に設置された学校が24校、平成元年から平成３年までが３校、校舎、体育館等で学校と供用が６校となっている。また、平成26年度は瓦葺小学校社会体育用トイレの公共下水道への接続工事など、必要に応じ順次改修を行ってまいりました。なお、今年度につきましては、大石小学校社会体育用トイレの改修を行い、便器の洋式化も行う予定でございますとの答弁がありましたけれども、この２校のトイレはいつ設置されたのでしょうか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　瓦葺小学校につきましては、平成元年12月25日に設置し、大石小学校につきましては昭和52年６月30日に設置しました。

●スポーツ少年団の子どもたちも、学校とか家庭ではほぼ洋式トイレとなっていますので、和式トイレを敬遠します。社会常識が大きく変化した中で、公園のトイレは社会体育施設のトイレ、昭和のノスタルジックを残しています。少しでも現代の社会に近づけるようなトイレの洋式化計画があるのであれば、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　平成27年度に大石小学校の社会体育トイレの洋式化を行い、平成28年度は現在尾山台小学校の既存の便器の劣化による修繕に伴い、洋式便器の交換を実施しているところでございます。今後も施設の状況確認を行い、学校や学校施設開放委員会からの要望や意見を伺いながら、順次洋式化に向けた検討を行っていきたいと考えております。

●ここ二、三年の間でトイレの修繕を行ったかどうか、実績をお聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　この２年間の実績につきましては、トイレの詰まりや水漏れ等の給排水不良による修繕が18件、扉の開閉不良による修繕が５件、照明器具の点灯不良による修繕が１件、外壁の修繕が２件、便器の修繕が１件、合わせて合計27件の修繕を行っております。

●今も施設開放委員会からトイレを何とかしてほしいとの意見が上がっていますでしょうか。また、ほかにどのような意見、要望があるか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　毎年年度初めに学校施設開放委員会委員長会議を開催し、利用者からの社会体育施設に関する要望等を確認する機会を設けております。社会体育トイレの要望内容につきましては、老朽化による建て替えや洋式化がございます。そのほかでは、社会体育倉庫の建て替えやベッドなど備品の購入の要望がございます。
●スポーツ用具を台帳管理しているとの答弁をいただいておりますけれども、用具の交換はこの台帳に基づき古い順番に順次交換を進めていくのですか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　これも先ほどと同様に開放運営委員会委員長会議にて要望を確認する機会を設けておりまして、要望や不具合の連絡があった用具に関して状態確認を行い、予算の範囲内で緊急性の高いものから交換や修理の対応をしているところでございます。
●その施設開放委員会より用具に関する修繕交換等の具体的な要望はありますか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　卓球台やバレーボール、バドミントンなどの支柱の修繕や交換、サッカーのゴールネット、グラウンド整備用ブラシ、レーキ、ラインカー等の購入に関する要望がございます。
●　スポーツ用具をここ２年の間に新規購入もしくは修繕した実績をお聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　２年間で新規購入したものとしては、グラウンド整備用ブラシ、レーキ、ラインカー、バレーボールアンテナ、バドミントンネットなどがございます。修繕したものとしては、バスケットゴール巻き取り機がございます。
●施設開放委員会からの要望にどう応えていくのか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　用具の安全性や劣化状態等を考慮し、利用者の安全を考え、対応しております。
●井上　茂　議員
	・　新図書館複合施設について


●公有地拡大法に関する法律に基づいて用地買収したと答弁していますけれども、土地収用法で買収できなかった理由はどのようにお考えでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公有地の拡大に関する法律による用地買収としたのは、事業認定の申請ができなかったからではありません。新図書館複合施設整備事業の早期実現を図るため、また公共施設最適化事業債の活用を図るため、この法律による買収と判断したものです。
●それでは、埼玉県に直接出向いて事業認定の説明を１回、11月の段階で受けたというふうに先ほど私が発言しました。埼玉県と相談した時期と相談事項、そして相談回数についてお知らせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　埼玉県に直接出向いて相談したのは、平成25年11月と平成27年５月の２回で、相談内容は事業認定制度の適用条件と手続の概要等でございます。なお、これ以外でも電話等にて適宜相談させていただいております。

●公拡法と土地収用法との譲渡所得の控除の特例を除いて、買収の違いは何でしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　公有地の拡大の推進に関する法律による買収は、民法上の契約による取得であり、市と土地所有者の合意により土地の取得が行われる任意買収です。これに対し、土地収用法に基づく土地買収は、任意取得による合意が成立しない場合、最終的手段として強制取得の手続に移行するという点で違いがございます。
●任意買収になったことによって、その辺の買収方式といいますか、補償の方式がどう変わるのかというのが、その次に問題になる点であります。そこで、お伺いをいたします。公拡法の目的は何でしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　住みよいまちづくりに必要な道路、公園、学校など公共用地を計画的に取得することを目的としております。
●買収方法を土地収用法から公拡法に変更した時期はいつでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　平成27年10月に用地買収の方法を公有地の拡大の推進に関する法律による買収として方針を決定しました。

●それでは、公拡法の先ほど４条と５条というふうに私が説明をしました。公拡法の何条に基づいて、市は買い取りをしたのですか。

〇教育総務部長（保坂　了）　公有地の拡大の推進に関する法律第５条による申し出による第６条第１項の協議に基づく買収でございます。
●都市計画課に土地買い取り希望申し出、これは本人からの希望で買い取りますよということの方式になりますから、買い取り希望の申し出はいつ提出されていますか。

〇教育総務部長（保坂　了）　平成28年７月15日でございます。

●市は、上尾の現図書館を分館として残すということをおっしゃって、当初はそこもなかなか言わなかったわけですけれども、おっしゃって、１階の一部を残すというふうにおっしゃっておられます。これは、最適化債が申請されています。最適化債事業の申請における現図書館の本館の面積は幾つでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　2,379平方メートルでございます。

●現実にある上平図書館の図書室の面積は幾らでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　約133平方メートルでございます。

●新図書館の複合施設の図書館の占有面積は幾らでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　約2,137平方メートルでございます。

●図書館を最適化債でやるということでずっと今進められているわけですけれども、そうしますと最適化債の要件としては、図書館面積が１平方メートルでも減少すれば、今の現本館を残していいのか。１平方メートルでも減少すればいいというふうに解してよろしいでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設最適化事業債の適用要件は、上尾市公共施設等総合管理計画に基づく計画であることを前提としており、新図書館複合施設の図書館専用部分の床面積と現図書館本館に残す図書館部分の床面積の合計が現図書館本館の床面積と比べ減少している必要がございます。
●減少していればいいのですよというふうに理解しますが、上平図書館の面積はその合計した中に入るのでしょうか、入らないのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　入りません。
●2,379の図書館が2,137になるわけですから、差っ引き242平米、それより１平米でもマイナスということで、約240平米ぐらい残せるのではないかなと思うのですけれども、これまで当局が最大限、最大限残すというお話をしていますけれども、具体的に残す面積はどのぐらいというふうに考えていますか。

〇教育総務部長（保坂　了）　現図書館本館に分館として残る最大面積につきましては、公共施設最適化事業債の適用要件を考慮しながら、おっしゃられたとおり、最大限残せるよう検討してまいります。
●現図書館の面積から複合施設を差し引いて考えると240、先ほども言いましたけれども、開架書籍と冊数、閲覧数はどのぐらいになるのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　面積につきましては最大限残すとしまして、開架書籍の冊数や閲覧席の数などは今後検討してまいります。
●上尾の分館を残すという分館については150平米というふうに記述がされています。150平米と最大限残すという答弁、申請の150と最大限残すという答弁の矛盾は感じませんか。

〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設最適化事業債の申請に当たり、事業実施後の現図書館本館に残す図書館部分の面積として、計画書として記載したもので、最大面積を示したものではございません。
●32年の３月に新しい図書館をオープン、開設しますというふうに書いてあって、分館については34年３月、２年遅れというふうになっています。この２年間、現図書館については閉館をするということですか。

〇教育総務部長（保坂　了）　起債計画書の図書館部分の供用開始時期は、平成33年度としておりますが、できる限り早い開館を目指して検討していきたいと考えております。

●文教経済常任委員会の中で新たに市民会議を設置するということでお話がありました。その市民会議の具体的なスケジュールをお知らせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　市民会議では、新図書館複合施設について検討を行う予定ですが、その中で現図書館本館リニューアル後に現本館で行う事業などの検討も行っていきたいと考えております。なお、市民会議については、平成29年度中に実施する予定となっております。

●上尾地区の図書利用者の登録数、教えていただけますか。
〇教育総務部長（保坂　了）　３月１日現在、総登録者数は11万3,952人で、そのうち上尾地区の図書館利用登録者数は３万7,214人で、割合は32.7％になります。

●アンケートの中でもあります。高校生が、勉強する場がなくなる。つまり上平まで自転車で行って、また帰ってきて、家に帰るということは、僕たちから勉強する場を奪うことになるというふうにアンケート、市民がとったアンケートに書かれていました。学習室も例えば今の現本館の中に残すとか、それからもっと言えば、若者から大人まで、そして子ども、高齢者という各世代が本当に学べる、そんな生涯学習的な問題も含めて、地下もあるわけですから、ただ物置にしておくというのはもったいない。市の一等地に物置として置いておくのはもったいない。その利用も含めて、ぜひ市民を交えた、直接意見を聞くようなことを考えてほしいというふうに思いますが、どうですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在のところ、利用者からの声を聴取することについては、アンケートの実施を検討しております。
◆大室　尚　議員
	・　公共施設について


●公共の公民館における利用条件をお聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　公民館は、社会教育法に基づいて市町村が設置、運営する社会教育施設です。このため飲食を目的とした利用はできません。ただし、料理教室や会議を目的とした利用に際しては、この限りではありません。利用方法によっては飲食が可能な場合もございますので、個別にご相談いただきたいと思います。
　なお、飲酒を伴う利用については、社会教育施設であることから利用できないものとしております。
●学校の特別教室や体育館などでの利用状況も同じと考えてよろしいのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　学校開放事業は、生涯学習、スポーツ振興のための事業であり、学校自体が教育施設であることから、同様に飲酒を伴う利用はできないものとしております。
●新図書館建設に当たり、図書館スタッフが伸び伸びやりがいを持って仕事をするような環境になっているのか、お聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　新図書館複合施設では、現状、スタッフ専用の休憩室などは予定してございません。
●。集中して学習するために閲覧席の個別スペースの仕切りがあるのでしょうか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　２階では、学習室に仕切りのある席を設けるとともに、２階の吹き抜け周りの座席にも仕切りのある席を用意してございます。
●それでは、２階に予定してある同じフロアにシアタールームを予定されていたかと思うのですが、防音対策については万全なのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　映写会や講演会など想定される防音対策は行います。
●シアタールームのスクリーンの投影機はどのようなものか、前後に切りかえて投影ができるような多機能な設置なのか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　シアタールームに設置するスクリーンは150インチ昇降スクリーンのもので、投影機は前後を切り替えて使用できるものではなく、天井つりプロジェクターを予定しております。

●最後の石狩市の図書館では、布絵本などがありまして、布絵本の作製教室が同図書館で開かれて、その作品を閲覧することができるのです。そういった特色のある事業を期待しておりますが、特色ある事業を行う予定があるのか、お聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　多様な機能を有する複合施設では、さまざまな特色のある事業を展開していきたいと考えております。来年度実施される市民会議では、市民の意見を聴取しながら、さらに具体的な事業の検討をしてまいりたいと考えております。
●富士見小学校にあった夜間照明施設も撤去されまして、上尾市唯一残されたものが東小学校の夜間照明であります。この東小学校の夜間照明も老朽化していると思うのですが、今後の対策をお聞かせください。
〇教育総務部長（保坂　了）　東小学校の夜間照明は、昭和56年に設置し、昨年、平成28年３月に一部設備更新を行いましたが、既に36年が経過しており、各所に腐食、劣化が著しく、経年的な劣化が多く発生しております。このことから児童や利用者の安心安全対策のため、器具落下防止等の安全対策を行い、引き続きご利用いただけるようにしてまいります。

●第３次スポーツ推進計画素案では、平塚サッカー場の芝生化と夜間照明施設を設置することを検討いたしますと書かれております。その後の経過と今後の見通しについてお聞かせください。

〇教育総務部長（保坂　了）　平塚サッカー場については、平成18年４月に供用開始されて以来、土日、祝日を中心に多くの方にご利用いただいております。しかしながら、現状では、雨天によるグラウンドコンディションの不良により利用できなくなることも見受けられます。人工芝にすることでメンテナンスが容易になり、雨天での使用、また夜間照明が加わることで利用時間を確保することも可能になります。

　昨年６月には、人工芝、夜間照明を設置した施設を視察し、設備内容、維持管理等について話を伺ってまいりました。今後、スポーツ振興くじなどの補助制度についても調査研究しながら、実現に向けて検討してまいりたいと考えております。
●埼玉県の南部地区の市の中で、天然芝及び人工芝のサッカーグラウンドを持っていない市を教えてください。

〇教育総務部長（保坂　了）　埼玉県の南部地区12市のうち天然芝及び人工芝でサッカーで使用できるグラウンドを所有していない市の状況については、平成29年３月現在、蕨市、志木市、上尾市の３市となります。

◆平田　通子　議員
	・　就学援助制度の充実で、こどもたちの学びの保障を


●就学援助制度の市の受給者数と受給率の変化、埼玉県全体の受給率を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　平成24年度に小・中学校合わせて認定した人数は1,614人で、全児童・生徒に対する割合は約8.6％でございます。同様に、平成25年度は1,637人で約8.8％、平成26年度は1,727人で約9.4％、平成27年度は1,684人で約9.3％、平成28年度は３月９日現在では1,715人で約9.7％となっておることから、全体的な傾向としては微増傾向にあると捉えております。

●平成27年から生活保護基準の引き下げに連動させて、基準の引き下げを行いました。その結果、就学援助が受けられる所得基準が、この表をお願いしていたのですが、持ち家の家庭では３人家庭で３万円引き下がり、６人家庭では19万円引き下がりました。2015年は14人の方がこの引き下げによって就学援助を受けることができませんでした。申請者のうち基準の引き下げで2016年度、今年度受けられなかった人は何人なのか伺います。

〇学校教育部長（西倉　剛）　今年度、平成27年度からの就学援助認定審査基準により不認定となった方は16人でございました。

●就学援助は、それぞれの自治体で基準や支給項目が違っています。しかし、多くの自治体は生活保護基準の金額に1.3倍を掛けた金額を目安としております。上尾市はその次の２級地の１です。川越、狭山、草加、越谷、春日部、熊谷、入間など14市が同じ基準です。では、同じ基準の２級地の１である自治体で、草加、春日部、狭山などとの受給率の比較を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　平成27年度の上尾市の就学援助の認定割合は、およそ9.7％でございました。同規模の自治体に対しまして就学援助の認定割合を伺ったところ、狭山市は約13.4％、草加市は約13.2％、春日部市は約17.0％との回答をいただきました。

　なお、就学援助の認定割合につきましては、自治体により援助を受けられる制度の認定基準や申請率などが異なることから、一概に比較することはできないと考えております。
●２級地の１の14市の中で受給率の割合が10％を超えていない市は上尾市と桶川市だけです。なぜ上尾市は低いのでしょうか。必要な家庭にきちんと情報が届いていないのではないでしょうか。周知方法を伺います。学校での就学援助の説明会などは実施されているのか伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　就学援助のお知らせにつきましては、入学説明会で新小学１年生の保護者に配布しております。在校生についても毎年度全児童・生徒の家庭に配布しております。そのほか「広報あげお」３月号で広報するとともに、教育委員会学務課のホームページにも掲載しております。今後も保護者会などの機会を利用するなど、引き続き積極的に広報してまいります。
●受けられる所得基準は同じなのかどうか伺います。両親と小学生が１人の家庭をモデル世帯として、先ほどの３市についてお答えください。
〇学校教育部長（西倉　剛）　就学援助が受けられる所得の目安といたしまして、両親と小学生１人で借家住まいの３人世帯の例で申し上げますと、上尾市は約315万円でございます。同規模の自治体に確認したところ、認定基準や条件が上尾市とは同一ではございませんが、およその金額で申し上げますと、狭山市は約349万円、草加市は約287万円、春日部市は約270万円との回答をいただきました。

　また、同様の世帯で持ち家の場合は、上尾市は約241万円でございます。先ほどの３市では、狭山市は約252万円、草加市は約287万円、春日部市は約250万円との回答をいただきました。

●狭山、春日部などでは受けられるけれども、上尾に来たら受けられないというのはおかしいと思います。同じ基準ならば、同じ所得ならば支援が必要な家庭と判断する必要があります。基準の引き上げを求めるものですが、見解を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　平成27年度以降は、認定基準を下げることなく対応しているところでございます。今後も経済的な理由により子どもたちの就学や活動が困難とならないよう、全ての子どもたちが安心して学べるよう取り組んでまいりたいと考えております。

●上尾でも入学準備金、今、６月に所得の確定の後に決定ということで、今支給が夏休み、８月となっているということでございます。上尾市でも入学準備金を購入時期に間に合うよう入学前の支給を求めるものですが、見解を伺います。

〇学校教育部長（西倉　剛）　就学援助は、就学した児童・生徒の保護者に就学援助費を支給する制度でございます。したがいまして、まだ就学していない段階で就学援助の可否を見込みで判断し、支給することは考えておりません。
●　国は、ＰＴＡ会費、生徒会費、クラブ活動費など負担軽減のために就学援助に合わせて支給することができるとしております。それに応えて蓮田市などＰＴＡ会費、小学校1,500円、中学校2,000円を支給しています。これらの費用がたとえ1,500円、2,000円であっても、就学援助を受けている世帯にとっては負担が大きいものです。上尾市もぜひＰＴＡ会費、生徒会費、クラブ活動費など支給を求めるものですが、見解を伺います。
〇学校教育部長（西倉　剛）　ＰＴＡ会費、生徒会費、クラブ活動費につきましては、各学校がそれぞれの状況に応じて独自に徴収しているものであることから、県内のほとんどの自治体が就学援助の支給項目としておりません。本市においても支給項目とすることは考えておりません。
●今年度から始まった第２期教育振興基本計画の中で、教育を取り巻く社会の動向として、能力発揮機会の不均等がある。格差の固定化を払拭し、誰もが能動的に学び、力を養い、その結果を社会に生かしていくことが可能な社会の実現を目指していくことが求められていると記されています。子どもたちの経済的な格差をなくすための就学援助制度ですが、他市と比較しても低い基準になっている、こういった状態のままでは十分ではないと私は感じておりますが、教育長の見解を伺います。
　　また、子どもの居場所となっている子ども食堂や食べ物などを支援するフードバンクなど、福祉的部門で行っている情報を支援が必要な家庭に届けるために、就学援助受給世帯などに情報提供することなど必要と思いますが、見解を伺います。
〇教育長（池野和己）　子どもたちが家庭の経済的環境の違いによって就学が困難とならないよう環境を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を図り、生活の支援を総合的に推進することが何よりも重要であると考えております。教育委員会といたしましては、就学援助費の支給など必要に応じて経済的な支援を行うとともに、教育と福祉の関係、医療機関、児童相談所などのいわゆる福祉機関との連携の強化についても、引き続き努めてまいりたいと考えております。
●私は、これまでも誰でもどこでも学べる、市民の願いに応える公民館をと充実を訴えてきました。今回、今年度から第４次生涯学習振興基本計画が始まりました。この計画は、生涯を通して豊かな学びをサポートする、学びでつくる生きがい、つながり、心豊かな暮らしを基本理念としています。この計画は何を目指しているのか伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　第４次生涯学習振興基本計画は、第３次生涯学習振興基本計画の基本理念を引き継ぎ、本市が推進する生涯学習行政を通し、市民が人生の生きがいを見出し、学びをもとにしたつながりを感じ、上位計画である上尾市総合計画の中の目標である心豊かな暮らしを実現することを目指すものです。
●基本目標の学びを伝える、学びを創る、学びを支える、学びを生かすということになっていますが、新たに進める方向や取り組む具体的な計画を伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　基本理念を達成するための具体的な４つの基本目標を示し、さらに８つの施策の柱で具体的な方向性を示して個別の事業を展開していきます。具体的には、基本目標１の学びを伝える～最初の一歩を応援します～では、生涯学習に関する情報の収集と提供、基本目標２の学びを創る～いつでも・どこでも・だれでも～では、いつでもどこでも誰でも学べる多種多様な学習機会の提供、基本目標３の学びを支える～学びたい！を後押しします～では、生涯学習の体制や生涯学習施設等の充実を、基本目標４の学びを生かす～輝く場を広げます～では、学習活動の成果を生かせる環境の整備をそれぞれ行っていくものです。
●今現在、上尾市の公民館がどうなっているのか、利用者数、上尾公民館が休館となっている以前の３年間の比較でお願いします。
　また、各公民館の利用者数を伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　資料のとおり、公民館利用者の３年間の推移ですが、各公民館ともほぼ横ばいでございます。また、地区別人口は資料のとおりでございます。
●地域ごとの公民館の配置の状況と、その地域の人口を伺います。

〇教育総務部長（保坂　了）　公民館の配置状況ですが、旧６カ町村単位の地域拠点として、上尾、上平、平方、原市、大石、大谷のそれぞれの地区に公民館を配置しております。
●地区ごとに人口を見ますと、上尾地区は６万4,000人も住民がいるのに、公民館がたった１つです。平方公民館は約9,000人で１つですが、利用者は住民の３倍、そして大石、大谷、上平は約５万人の延べ利用者がありますけれども、原市はちょっと少ない、利用者があまり伸びていません。こうした状況から見ると、地域によって人口に対して生涯学習を提供するということからすると、生涯を通じて豊かな学びをサポートされていない地域があるのではないかと私は感じるのですが、認識を伺います。

〇教育総務部長（保坂　了）　各公民館では、基本計画に沿って体系的にバランスよく事業を実施しており、そのような認識はしておりません。
●上尾市の社会教育主事、公民館にどのくらい配置されているのか伺います。

〇教育総務部長（保坂　了）　社会教育主事は、上尾公民館に１人配置し、それと生涯学習課に２人おります。教育委員会で実施する社会教育事業について、直接企画するほか、助言・指導を行い、地域住民の自発的な学習活動の援助を行っております。
●図書館も公民館と並ぶ社会教育の要でございます。図書館についても分館の充実が皆さんからもさまざまな要望が出されておりますが、大切ではないでしょうか。各分館に司書が配置されているのか伺います。
〇教育総務部長（保坂　了）　現在、各分館、公民館図書室においては、カウンター業務を委託しておりますが、司書資格を持ったスタッフがおのおの１人以上配置されております。
●図書館と公民館の役割はとても大きなものでございます。市民が利用しやすい場所に公民館をつくり、図書館分館を充実させること、生涯学習の活発なまちにすることが魅力ある上尾市になることだと思いますが、市長の見解を伺います。
〇市長（島村　穰）　今、公民館や図書館、これの充実という形のご質問と私は感じたところでございます。
　今、公民館や図書館、これは社会教育の推進に大変重要なことだと私は思っております。今後もさらに充実させる、そのために考えておるところでございます。
〔平成２９年３月１７日（金曜日）〕
◆糟谷　珠紀　議員
	・　新図書館建設から見る将来財政の見通し　


●先日の井上議員の質問で市は、収用法を適用しなかった理由を、公共施設最適化事業債の活用を図りたいからと答えていました。最適化債は、収用法を適用すると使えないのでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　そのようなことはございません。適用できるものでございます。
●もともとは収用法適用を予定していたので、県と打ち合わせたと思いますが、適用しようとした理由は何でしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　用地買収におきましてできるだけ地権者のご負担を軽減しようと考えたものでございます。
●では、申請しないという判断は誰がしたのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　特定財源を得ることにより市民の税負担を軽減できることから、公有地の拡大の推進に関する法律による買収としたため、土地収用法に基づく申請は不要となったものでございます。誰がということではなく、市として収用法ではなく公有地の拡大による法律による買収としたためということでございます。
●特定財源を得ることにより市民の税負担を軽減するためということを言っていましたが、この特定財源とは何でしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　最適化事業債における交付税措置でございます。
●特定財源を得れば、市民の税負担を軽減するという答弁でしたけれども、この市民の税負担を軽減するというのは、どういう意味なのか、住民税が安くなるとでもいうのかどうか、お願いします。

○交付税によりまして国庫補助等と同様に特定財源が入ってくるということです。つまり、収入があるということになりますので、負担が減るという考えでございます。
●一連の答弁で、収用法申請を考えた理由は、地権者の負担軽減との答弁でした。ところが、申請不要の理由には、地権者の負担軽減は全く触れられていません。負担軽減しなくてよくなったのでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　その辺につきましては、地権者の方々によく説明をいたしまして、同意を得たところでございます。
●公拡法の適用であっても、県の損失補償基準を準用した法的根拠は何でしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　憲法第29条第３項に、市有財産は正当な補償のもとにこれを公共のために用いることができるとあります。客観的なルールに基づき適正な補償する必要があります。上尾市は、独自の用地取得の際の損失補償基準を持たないため、県の損失補償基準を準用しております。

　なお、県の損失補償基準の標準もととなった公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱は、閣議決定されたものでございます。
●そもそも補償という考え方を適用する必要があった土地買収なのか伺います。

〇教育総務部長（保坂　了）　補償という考え方の適用を要する用地買収でございます。
●公拡法の適用による土地の買収です。たとえ自治体から買い取り希望があったとしても、買い取り協議で条件が折り合わせなければ協議が不成立になる場合もあります。公拡法とは、収用法と異なり、あくまでも任意での取引であって、地方公共団体が土地を優先的に取得しやすくするための一つのやり方なので、先ほどの答弁は補償という考え方の適用を要する用地買収とのことでした。ですが、何ら法的根拠は述べられていません。法的根拠についてもう一度ご答弁願います。

〇教育総務部長（保坂　了）　先ほどの繰り返しになりますが、憲法第29条３項に、市有財産は正当な補償のもとにこれを公共のために用いることができるとなってございます。したがいまして、客観的なルールに基づき適正な補償をする必要があるということです。

　そして、上尾市は独自の基準を持たないため、県の基準を準用したと、そしてその県の基準につきましては、国の公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱がありまして、これが閣議決定されているということでございます。
●その客観的ルールとは何のことを指すのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　損失補償を行うための公的な基準でございます。
●余りにも補償にこだわるので念のため確認しますけれども、12月議会で私述べました。憲法29条３項の判例では、完全補償と相当補償という２つの考え方があります。では、どちらに寄っているのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　最高裁判例によりますと、土地収用法における損失の補償は、特定の公益上必要な事業のために土地が収用される場合、その収用によって当該土地の所有者等がこうむる特別な犠牲の回復を図ることを目的とするものであるから、完全な補償、すなわち収用の前後を通じて被収用者の財産価値とひとしくならしめるような補償をなすべきであり、金銭をもって補償する場合には、被収用者が近傍において被収用地と同等の代替地等を取得することを得るに足りる金額の補償を要すると完全補償を必要とする判断をしていることから、完全補償としております。
●12月定例会の深山議員の質問に対して保坂部長は、国、県の補償基準等に基づき算出された適正な価格と補償を前提とした価格算出である旨の答弁をしていました。補償する法的根拠に欠けることがはっきりしたので、この答弁には問題があると思いますが、ご見解はいかがでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　先ほどの答弁と若干繰り返しになりますが、公共用地取得の補償は憲法29条第３項に定められておる市有財産は正当の補償のもとにこれを公共のために用いることができるとありまして、公平で適正な価格の算定を行うため、国、県の補償基準に基づく算出したものでございます。

　県の損失補償基準による補償を行うことは、国の公共用地の取得に伴う補償基準要綱制定の趣旨から、統一的かつ適正な補償を確保するため、広く公共性のある事業に必要な土地等の取得または使用の場合には、この基準を適用することが望ましいとの見解を示しており、適正であると考えております。
●先ほどの答弁で、国の公共用地の取得に伴う損失基準要綱制定の趣旨とありました。制定の趣旨とは具体的にはどういうことでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　用地買収を行うものによる取得価格の不均衡や不適正を是正し、統一的かつ適正な補償を確保することでございます。
●制定の趣旨は、法令等のどこに出てくるのでしょうか。そして、先ほどの答弁で見解を示しているのは誰でしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　法的根拠につきましては、憲法でありまして、これに見解を示しているのは国土交通省で閣議決定されたものということでございます。
　そして、先ほど適用するのが望ましいと申し上げましたが、実際に実務上においては、これに従わなければならないというような見解も示されてございます。
●先ほどはというところで、これを用いることが望ましいものと考えられていると言ったところに対して、望ましいではなくてしなくてはならないというふうに今おっしゃったから、そういうこともあるということをおっしゃったから、それはどこに書いてあるのか知りたいです。しなければならないとはどこに書いてあるのですか。

〇教育総務部長（保坂　了）　国が定めております公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱、昭和37年６月29日閣議決定のその説明なのですが、それを言いますと、この要綱に沿ってより詳細に定めた用対連基準及び用対連細則は、土地収用委員会に申請する場合の損失補償の取り扱いにおいても同様に準拠されるべきものと思われる。したがって、任意取得と強制取得にかかわらず、この用対連基準及び用対連細則によって負担の平等の原則に基づき、適正な損失補償が確保されなければならないとされているためでございます。国土交通省で定めます用地交渉ハンドブック、平成23年３月のものにも書かれてございます。

●例えば現在の予定地に建てるとして、2,400万円の建物が9,500万円と異常に高額な問題の土地建物を買収しなくても、5,000平米以上の床面積は確保できると思いますが、いかがでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　床面積が5,000平米以上の建物が建てられればよいとは考えてはおりません。新図書館複合施設は、これからの上尾の知の拠点、学びの拠点、生涯学習の拠点となるものであり、上尾のシンボルとなる文化施設であり、建築計画上や景観上において当該土地は必要不可欠と考えております。

●旧図書館のうち図書館分館の延べ床面積が150平米になっています。まだ検討段階なので決定したものではない、最大限の面積を確保したいというのが市の答弁でした。この面積は上平公民館図書室の133平米より少し広い程度です。現本館の１階部分の児童図書の部屋は220から230平米あります。靴を脱いで本を読むおはなしルームが40平米ですから、合わせて二百六、七十平米あります。この議場、この１階が266平米です。同じぐらいの広さがあり、イメージしやすいと思います。この広さから大分面積を狭める計画を県に提出しているのですね、この資料。県に出す資料にも150平米、しかし市民にはできるだけ広く確保するといっても、市民の皆さんが納得するでしょうか。今までがそうだったように、できるだけ市民に知らせないうちにその場をやり過ごし、できてしまえば文句を言われても耐えればいいのだという腹のうちが透けて見えます。私は、新図書館計画が最適化債欲しさに急ぐ余り、当初の5,000平米の広さの図書館単館構想から大きくかけ離れた計画となり、結果、市民から不満と批判が出る事態を市が自ら招いているのだと言わざるを得ません。その最適化債ですが、決定額と県との協議の進ちょく、協議結果がいつごろになるのか併せてお答えください。

〇教育総務部長（保坂　了）　公共施設最適化事業債の借入額は、事業費を38億円、うち施設整備に係る費用を35億円として試算した場合、約13億円が対象となる見込みとなっております。なお、新図書館複合施設整備事業に係る公共施設最適化事業債の発行に当たっては、都道府県知事に協議を行う必要がありますが、平成28年度分は現在協議中、平成29年度以降も年度ごとに知事に協議を行う必要があります。

　なお、平成28年度の協議につきましては、この３月末に同意となる見込みでございます。

●市長は、新年度予算の施政方針の中で、小林虎三郎の米百俵の逸話を引用していました。小泉元首相が就任した最初の所信表明演説で引用し、米百俵の精神が国民的キーワードになったことを思い出しました。この引用は、痛みに耐えて改革を断行と、国民に痛みに耐えることを強いるという文脈ですが、虎三郎が意図したのは、何事も基本は人、人づくりこそ全ての根幹であるという意味でした。島村市長は、どういう意図で引用されたのでしょうか。市長は、米百俵は何に例えたのか、学校を建てて人材を育てると周囲の猛反対を押し切りうんぬんのくだりは何をイメージしているのか伺います。
　　そして、教育の充実で未来に希望をつなぐというくだりもありました。教育の充実とは何を指すのでしょうか伺います。
〇市長（島村　穰）　それでは、保坂部長の方から答弁をさせていただきました。私の考えを述べさせていただきます。
　私は、市長として一番大切な仕事は、これからも20年、30年と市民の皆さんが上尾に住んでいてよかったと思っていただくために、今やるべきことをやはり同時に将来を見据えた判断をしていくことだと考えておるところでございます。施政方針の中で私が米百俵の話を引用いたしましたのは、そんな思いを自ら課し、上尾の未来を考え、後世に有用な財産を残したということを皆様に伝えたかったところでございます。

　また、教育の充実につきましては、人を育てるのが教育であるという観点から、未来を築く子どもたちへの教育の充実はもちろん、生涯学習の推進や社会教育施設としての役割を果たす新図書館の整備など、上尾を支えている世代にも自らを磨き、潤いある生活を送っていただくように施策を推進しているところでございます。皆さん、ご協力お願いします。
●秋山　かほる　議員
	・　図書館本館移転の見通しと今後の対策について


●地産地消にもよい小学校自校でご飯を炊く。可能なところから給食室で白米が炊けるようにご検討をいただけないかというふうに思っておりますが、どうでしょうか。給食は大事なことなのでよろしくお願いします。

〇学校教育部長（西倉　剛）　現在、小学校給食で月に２回から３回提供している混ぜご飯などは、各小学校の給食調理員が自校で炊飯をしているところでございます。今後、小学校において全て自校で炊飯するためには、給食室の設備や給食調理員の増員などの課題があることから、できるかどうかを含め研究してまいります。
●今、裁判になっています。これから始まるのです。裁判の内容により影響があるというものはどんなことが考えられますでしょうか。
〇教育総務部長（保坂　了）　裁判の内容は、事業に影響を与えるものではありません。
●それでは、裁判の結果は、図書館建設に影響があると認識していいですか。
〇教育総務部長（保坂　了）　裁判結果についても同様に図書館建設に影響があるものではございません。
●公共施設適正化事業債は、29年度までの措置となっていますが、影響されると聞いていますが、確定しているのでしょうか。

〇教育総務部長（保坂　了）　現行の公共施設等最適化事業債については、長寿命化対策等を追加するなど内容を拡充し、新たに公共施設等適正管理推進事業債、これは仮称ですが、平成33年度まで延長されることが国から示されたところでございます。なお、新図書館複合施設整備事業に係る公共施設最適化事業債の発行に当たっては、都道府県知事に協議を行う必要がありますが、平成28年度分は現在協議中、29年度以降も年度ごとに知事に協議を行う必要があります。

●気になるのは、現本館に再配置する内容、残せる分の面積は、先ほど150平米というふうに記載されておりましたが、これは確定なのでしょうか。済みません、ちょっと内容が変わりますけれども、教えてください。

〇教育総務部長（保坂　了）　起債計画上150平米と書きましたが、確定したものではございません。

●現本館の150平米、決定ではないというふうに聞きました。多くの人からたくさん残してほしいと言われているのです。その辺についてのご見解をお願いします。

〇教育総務部長（保坂　了）　具体的にはこれからの話にもなりますが、現本館１階をなるべく大きく使いまして、残せるように検討してまいります。
●新たなマスタープランをつくるように政策誘導もされていますが、そのような中で上尾市は上平地区に対してどのような構想を持って図書館本館を移転させるのか、そのビジョンをお答えください。
〇教育総務部長（保坂　了）　上尾市都市計画マスタープランでは、上尾駅周辺を多様な都市機能が集積する中央拠点、また北上尾駅周辺を生活関連施設の立地誘導を図る北部拠点として位置付けており、この北部拠点の周辺に位置する新図書館複合施設の建設予定地は、近接する上平公園と併せ、地域の交流とにぎわいを創出します。新図書館複合施設建設予定地の最寄りである北上尾駅東口は、大型商業施設が立地し、土地区画整理事業が行われた環境のよい住宅地が広がっていること、また新図書館複合施設の完成時には、上平公園を中心とし、児童館アッピーランドと新図書館複合施設が集積されることとなり、子育て世代を呼び込むふさわしい魅力的な町並みを形成し、子育て世代が住みたいと思える、またその思いに応えられる地域となり、上尾市の将来を見据えた新たなまちづくりの拠点とします。
●図書館に関しては、たくさんの市長への手紙というのが寄せられているというふうにも思います。そして、上尾の図書館を考える会という団体は、図書館について調査研究し、よい図書館にするために提言をいろいろしています。私は、非常に素晴らしい、お金もかからないし、提言もいいというふうに思っておりますが、これらの活動について市長はどんなふうに思っていらっしゃるか、お聞かせください。
〇市長（島村　穰）　さまざまなご意見があることは承知してございますが、上尾の20年、30年を見据えたとき、新図書館複合施設の果たす役割は、上尾市民の文化レベル向上に大きく貢献し、ひいては上尾市の発展につながるものと確信をしているところでございます。

　新図書館複合施設は、知の拠点、学びの拠点、生涯学習の拠点として少子高齢化社会を迎え、都市間で生き残りがけを競争していく時代となっている今、必ずシティセールスの一翼を担う施設となるものと考え、現在の事業を推進していく考えでございます。

